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はじめに 

 

 

本 計 画 は 、 南 海 ト ラ フ巨 大 地 震 に よ る国 家 的 な危 機 に 備 え るべ く 、 国 土 交 通 本 省

で策 定 した「国 土 交 通 省  南 海 トラフ巨 大 地 震 対 策 計 画  中 間 とりまとめ」（平 成 ２５年

８月 ２２日 ）を基 本 に、北 海 道 ブロックとして国 土 交 通 省 の地 方 支 分 部 局 が協 力 し、巨

大 地 震 発 生 直 後 か ら概 ね ７ 日 ～ １ ０ 日 目 ま での 間 を中 心 に 、緊 急 的 に 実 施 す べ き主

要 な応 急 活 動 並 びに当 該 活 動 を円 滑 に進 めるためにあらかじめ平 時 から準 備 しておく

べき事 項 を記 載 したものである。 

緊 急 時 に実 施 すべき又 は平 時 から準 備 しておく事 項 については、具 体 的 かつ実 践

的 に 記 載 す る と と も に 、 本 計 画 に 基 づ き 関 係 機 関 等 が 連 携 し て 広 域 的 な 対 応 ・ 支 援

策 の検 討 を進 め、その結 果 顕 在 化 した課 題 を踏 まえ、本 計 画 を逐 次 改 善 していくこと

とする。 

なお、本 計 画 で対 象 とする北 海 道 ブロックとは、北 海 道 の全 域 とする。 
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第 1 章  地 域 対 策 計 画 の位 置 づけ 

 

1-1  南 海 トラフ巨 大 地 震 の被 害 想 定  

中 央 防 災 会 議 が平 成 ２５年 ５月 に公 表 した「南 海 トラフ巨 大 地 震 対 策 について（最

終 報 告 ）」では、南 海 トラフ巨 大 地 震 が発 生 した場 合 、関 東 から九 州 までの太 平 洋 側

の 広 範 囲 で 震 度 ６ 強 か ら 震 度 ７ の 強 い 揺 れ が 発 生 し 、 沿 岸 域 に は 場 所 に よ っ て は 巨

大 な津 波 が短 時 間 のうちに襲 来 すると想 定 されている。 

北 海 道 内 の被 災 については、公 表 されている想 定 震 度 （図 １）が最 北 の福 島 県 で震

度 ３であるため、北 海 道 はほとんどの地 域 で被 害 が発 生 しないと想 定 される。ただし、北

海 道 の太 平 洋 沿 岸 部 では、津 波 による影 響 （図 ２）に留 意 する必 要 がある。 

 

 

出 典 ： 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 対 策 に つ い て （ 最 終 報 告 ） （ 平 成 ２ ５ 年 ５ 月 、 中 央 防 災 会 議 ）  

図 １ 南 海 トラフ巨 大 地 震 （陸 側 ケース）の震 度 分 布  

 

 

出 典 ： 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 対 策 に つ い て （ 最 終 報 告 ） （ 平 成 ２ ５ 年 ５ 月 、 中 央 防 災 会 議 ）  

図 ２ 南 海 トラフ巨 大 地 震 （陸 側 ケース）の津 波 高 分 布 図  
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1-2  地 域 対 策 計 画 の意 義 ・位 置 づけ 

(1 )地 域 対 策 計 画 としてとりまとめる事 項  

北 海 道 は、南 海 トラフ巨 大 地 震 で大 きな被 害 を受 ける関 東 以 西 に対 し、応 援 要 員 、

資 機 材 や緊 急 支 援 物 資 等 諸 資 源 の供 給 拠 点 として大 きな役 割 を担 っている。 

本 計 画 は、「国 土 交 通 省  南 海 トラフ巨 大 地 震 対 策 計 画  中 間 とりまとめ」に基 づき、

北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局 等 として、取 り組 むべき具 体 的 な対 策 をまとめるものであ

る。 

取 り組 むべき対 策 は、応 急 活 動 計 画 と戦 略 的 に推 進 する対 策 で構 成 し、以 下 の内

容 を整 理 する。 

 

①南 海 トラフ巨 大 地 震 発 生 時 における応 急 活 動 計 画 （３章 ） 

東 日 本 大 震 災 の教 訓 を踏 まえ、巨 大 地 震 発 生 直 後 から初 動 ・応 急 期 を中 心

に、北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局 等 として緊 急 的 に実 施 すべき主 要 な応 急 活 動

並 びに当 該 活 動 を円 滑 に進 めるためにあらかじめ平 時 から準 備 しておくべき事 項

について記 載 している。 

②南 海 トラフ巨 大 地 震 の発 生 に備 え戦 略 的 に推 進 する対 策 （４章 ） 

円 滑 な支 援 体 制 を構 築 するため北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局 等 として取 り組

むべき予 防 的 な対 策 を記 載 している。 

 

北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局 等 は、本 計 画 等 に基 づき、関 係 機 関 等 と連 携 して更

なる検 討 を 進 め、 抽 出 さ れた 新 た な課 題 を 踏 ま え、地 域 対 策 計 画 の 更 新 時 に 反 映 し

ていく。 

なお、応 急 活 動 計 画 や戦 略 的 に推 進 すべき対 策 等 について、関 係 機 関 の他 にも、

支 援 協 力 を 要 請 す る 協 定 事 業 者 等 、 民 間 事 業 者 等 へ の 理 解 や 意 識 が 深 ま る よ う 、

今 後 、本 計 画 等 を広 く周 知 する。 

 

( 2 )各 種 活 動 計 画 の策 定 内 容  

南 海 トラフ巨 大 地 震 が発 生 した場 合 は、広 範 囲 に甚 大 な被 害 が発 生 する恐 れがあ

り、 「 国 土 交 通 省  南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 対 策 計 画  中 間 と り ま と め」 で は「 被 災 へ の 対

応 は国 土 交 通 省 の 現 有 す る 活 動 能 力 を 大 きく 上 回 る 可 能 性 が 高 く 、 実 際 の 被 災 状

況 等 を 踏 ま え つ つ 求 め ら れ る 応 急 活 動 に 対 し て 優 先 順 位 を つ け て 対 処 す る こ と に な

る。」とされている。 

つまり、災 害 応 援 を求 める規 模 が極 めて大 きく支 援 する規 模 を大 きく上 回 るものであ

ることから、支 援 側 としては、支 援 可 能 な規 模 を設 定 するとともに、中 部 や関 西 方 面 等

一 次 進 出 先 を仮 に設 定 したうえで進 出 経 路 の設 定 を行 う。 
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( 3 )各 機 関 相 互 の連 携  

各 種 活 動 計 画 のとりまとめにあたっては、単 独 の機 関 で実 施 できる活 動 もあるが、北

海 道 内 の各 機 関 等 が連 携 することにより、より効 果 的 、効 率 的 となる活 動 もあるため関

係 機 関 相 互 で十 分 な調 整 、情 報 共 有 を図 っていくものとする。 

また、関 係 機 関 相 互 の情 報 共 有 や連 携 がより強 固 となるよう北 海 道 大 規 模 災 害 対

応 連 絡 会 を 活 用 す るな どし、 本 計 画 に 位 置 付 け た 被 災 地 域 の 支 援 に 資 す る 連 携 方

法 等 について、実 効 性 を高 めていくための検 討 を進 めていく。 

 

( 4 )大 規 模 災 害 時 の後 方 支 援 基 地 並 びに代 替 ルート、代 替 施 設 の確 保  

南 海 トラフ巨 大 地 震 においては、北 海 道 ブロック内 は被 災 が少 ないことが想 定 される

ことから、北 海 道 内 の陸 ・海 ・空 路 拠 点 を後 方 支 援 基 地 及 び広 域 的 な代 替 受 入 施 設

と し て 活 用 し 、 関 東 か ら 九 州 ま で の 太 平 洋 側 の 被 災 地 へ は 、 被 災 地 の 要 請 に 応 じ た

柔 軟 なルート選 択 により、支 援 を行 うことができる。 

 

( 5 )大 規 模 災 害 時 の諸 資 源 供 給 拠 点  

北 海 道 は、南 海 トラフ巨 大 地 震 で大 きな被 害 を受 ける関 東 以 西 に対 し、即 応 要 員 、

資 機 材 や緊 急 支 援 物 資 等 諸 資 源 の供 給 拠 点 として大 きな役 割 を担 っている。 

また、被 災 地 への緊 急 支 援 物 資 輸 送 やサプライチェーンを迅 速 に確 保 するため、東

北 ・北 陸 ブロックと連 携 し、日 本 海 側 の道 路 や鉄 道 、航 路 等 の輸 送 ルートを活 用 した

支 援 を行 うことができる。 
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第 2 章  南 海 トラフ巨 大 地 震 (Ｍ９クラス）が発 生 した場 合 に想 定 される事 態  

 

本 計 画 で は、 中 央 防 災 会 議 が 公 表 した 「 南 海 ト ラフ巨 大 地 震 対 策 に つ いて（ 最 終 報

告 ）」（平 成 25 年 5 月 ）や東 日 本 大 震 災 の教 訓 を踏 まえ、北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局

等 として、被 災 地 への支 援 協 力 の観 点 から、南 海 トラフ巨 大 地 震 が発 生 に伴 う事 態 を具

体 的 に想 定 し、対 策 の検 討 を行 う。 

 

2-1  支 援 協 力 にあたり重 視 する深 刻 な事 態  

(1 )北 海 道 の被 災 地 支 援  

①緊 急 支 援 物 資 ・人 員 等 の供 給 、人 流 ・物 流 の受 け入 れ 

南 海 トラフ巨 大 地 震 では、東 日 本 大 震 災 を越 える甚 大 な被 害 が想 定 されており、

多 様 な輸 送 モードを活 用 した緊 急 支 援 物 資 ・人 員 の供 給 や、経 済 活 動 を支 えるエ

ネルギー等 のサプライチェーンの確 保 が求 められる。また、航 空 機 や海 上 コンテナ貨

物 等 の代 替 受 入 が想 定 されるため、受 入 体 制 等 を確 保 しておくことが求 められる。 

   （北 海 道 が東 日 本 大 震 災 で果 たした役 割 ） 

※緊 急 支 援 物 資 輸 送 については、北 海 道 内 の港 湾 （苫 小 牧 港 、室 蘭 港 等 ）が    

東 北 地 方 太 平 洋 側 のバックアップ拠 点 として機 能 し、民 間 のフェリーが北 海 道

開 発 局 の TEC-FORCE 隊 や自 衛 隊 などの人 員 、車 両 、建 設 機 械 等 、北 海 道

開 発 局 の広 域 防 災 フロートが燃 料 、生 活 物 資 等 の緊 急 輸 送 を行 った。 

※被 災 した東 北 地 方 の石 油 製 品 需 要 （３．８万 ｋｌ／日 ）のうち、半 分 弱 （１．８万 ｋ

ｌ／日 ）を室 蘭 及 び苫 小 牧 製 油 所 から青 森 油 槽 所 等 へ出 荷 した。 

※地 震 直 後 に全 面 閉 鎖 した成 田 空 港 、羽 田 空 港 に向 かっていた航 空 機 １４機 が

新 千 歳 空 港 にダ イバ ート した。 また、被 災 港 湾 で積 み降 ろす 予 定 であ ったコン

テ ナ を 苫 小 牧 港 で 受 け 入 れ た （ 3 月 ～ 8 月 の 外 貿 コ ン テ ナ 取 扱 量 が 前 年 比

1.12 倍 ）。 

 

 ( 2 )北 海 道 から被 災 地 への応 援 派 遣  

①災 害 対 策 用 ヘリコプターの応 援 飛 行 計 画  

災 害 対 策 用 ヘリコプター「ほっかい」により迅 速 な応 援 活 動 を実 施 するため、被 災

地 への飛 行 ルートや中 継 地 及 び給 油 地 等 を定 めた応 援 飛 行 計 画 を策 定 する必 要

が あ る が 、 長 距 離 飛 行 （ 図 ３ ） の た め 目 的 地 ま で の 移 動 に 必 要 な 給 油 拠 点 や 現 地

活 動 に必 要 な給 油 拠 点 の確 保 ができないことにより、情 報 収 集 が困 難 となるおそれ

がある。 
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1000km圏※

1500km圏※

1000km圏※

1500km圏※

 

 

図 ３ 給 油 可 能 なヘリポート・空 港 （●）の分 布 状 況  

 

②遠 隔 地 からの派 遣 に伴 う移 動 負 荷 と参 集 上 の課 題  

甚 大 な被 害 が想 定 される地 域 に対 し、一 刻 も早 く TEC-FORCE 隊 員 及 び資 機

材 を派 遣 し、各 種 災 害 対 応 を行 う必 要 があるが、被 災 が想 定 される地 域 は北 海 道

から遠 隔 地 （図 ４）であり、移 動 負 荷 を伴 うことから、円 滑 な派 遣 ができないことにより、

活 動 拠 点 への速 やかな参 集 ができないおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基 本 ケース・震 度 階 図 ）               （沿 岸 津 波 高 図 ） 

図 ４ 長 距 離 派 遣 となる派 遣 先 被 災 地 域  

  

500km圏※

1000km圏※

1500km圏※

※札 幌 からの直 線 距 離  

※札 幌 からの直 線 距 離  
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第 3 章  南 海 トラフ巨 大 地 震 発 生 時 における応 急 活 動 計 画  

 

本 章 では、地 震 発 生 からの時 間 軸 を念 頭 に置 き、 東 日 本 大 震 災 の教 訓 や実 際 の 対

応 も 参 考 に しつ つ 、 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 発 生 直 後 か ら概 ね ７ 日 ～ １ ０ 日 目 ま での 間 を 中

心 に、北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局 等 として緊 急 的 に実 施 すべき主 要 な応 急 活 動 並 び

に 当 該 活 動 を 円 滑 に 進 める た めに あ らか じめ 平 時 か ら準 備 し てお く べ き 事 項 を 記 載 して

いる。 

また、「国 土 交 通 省  南 海 トラフ巨 大 地 震 対 策  中 間 とりまとめ」の７つのテーマ（図 ５）

に対 応 した整 理 を行 っている。 

 

テーマ①：短 時 間 で押 し寄 せる巨 大 な津 波 からの避 難 を全 力 で支 える 

 

テーマ②：数 十 万 人 の利 用 者 を乗 せる鉄 道 や航 空 機 等 の利 用 者 につ

いて、何 としてでも安 全 を確 保 する 

 

テーマ③：甚 大 かつ広 範 囲 の被 害 に対 しても、被 災 地 の情 報 を迅 速 ・

正 確 に収 集 ・共 有 し、応 急 活 動 や避 難 につなげる 

 

テーマ④：無 数 に発 生 する被 災 地 に対 して、総 合 啓 開 により全 力 を挙

げて進 出 ルートを確 保 し、救 助 活 動 を始 める 

 

テーマ⑤：被 害 のさらなる拡 大 を全 力 でくい止 める 

 

テー マ ⑥ ： 民 間 事 業 者 等 も 総 動 員 し、 数 千 万 人 の 被 災 者 ・ 避 難 者 や

被 災 した自 治 体 を全 力 で支 援 する 

 

テーマ⑦：事 前 の備 えも含 めて被 害 の長 期 化 を防 ぎ、１日 も早 い生 活 ・

経 済 の復 興 につなげる 

 

図 ５ 地 域 対 策 計 画 における７つのテーマ 
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3-1  「テーマ①：短 時 間 で押 し寄 せる巨 大 な津 波 からの避 難 を全 力 で支 える」 

 

（１）現 地 被 災 情 報 の共 有 体 制 及 び応 援 体 制 の構 築  

「北 海 道 大 規 模 災 害 対 応 連 絡 会 」を活 用 するなどして、北 海 道 内 の防 災 関 係

機 関 相 互 の現 地 被 災 情 報 の 提 供 ・共 有 体 制 を 構 築 すると ともに、被 災 情 報 を 踏

まえ、北 海 道 ブロック地 方 支 分 部 局 は、応 援 体 制 の確 立 のための検 討 を進 める。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①  現 地 被 災 情 報 の共 有  

南 海 トラフ地 震 ・津 波 により甚 大 な被 害 を受 ける関 東 から九 州 までの被 災 情 報 に

つ い て 、 連 絡 会 （ 図 ６ ） を 活 用 す る な ど し て 北 海 道 内 の 防 災 関 係 機 関 相 互 の 情 報

共 有 を推 進 する。 

 

②  応 援 体 制 の確 立  

連 絡 会 を 活 用 す る な ど し て 情 報 共 有 し た 被 災 情 報 を 踏 ま え 、 北 海 道 ブ ロ ッ ク 地

方 支 分 部 局 は、応 援 体 制 を確 立 するための検 討 を進 める。 

 

図 ６ 北 海 道 大 規 模 災 害 対 応 連 絡 会 の構 成  

 

  

自 治 体 ：北 海 道 、札 幌 市  
      警 察 ・消 防 （北 海 道 警 察 本 部 、札 幌 市 消 防 局 ）  

国 ：北 海 道 開 発 局 、北 海 道 運 輸 局 、東 京 航 空 局 新 千 歳 空 港 事 務 所 、第
一 管 区 海 上 保 安 本 部 、札 幌 管 区 気 象 台 、国 土 地 理 院 北 海 道 地 方
測 量 部 、北 海 道 総 合 通 信 局 、陸 上 自 衛 隊 北 部 方 面 総 監 部     

関 係 機 関 ： 

  医 療 機 関 （日 本 赤 十 字 社 北 海 道 支 部 ） 

輸 送 機 関 （北 海 道 旅 客 鉄 道 (株 )、東 日 本 高 速 道 路 (株 )北 海 道 支 社 ）
ライフライン事 業 者  

   （北 海 道 電 力 (株 )、東 日 本 電 信 電 話 (株 )北 海 道 支 店 、 (株 )NTT
ﾄ ﾞｺﾓ北 海 道 支 社 、KDDI (株 )北 海 道 支 社 、ｿﾌﾄﾊ ﾞﾝｸﾓﾊ ﾞｲ
ﾙ (株 )  ）  

エネルギー事 業 者 団 体 （一 般 社 団 法 人 北 海 道 LP ｶ ﾞｽ協 会 、  
北 海 道 石 油 業 協 同 組 合 連 合 会 ） 
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3-2  「テーマ②：数 十 万 人 の利 用 者 を乗 せる鉄 道 や航 空 機 等 の利 用 者 について、何 と

してでも安 全 を確 保 する」 

 

（１）航 空 機 利 用 者 の安 全 確 保 支 援  

東 京 航 空 局 新 千 歳 空 港 事 務 所 は、地 震 発 生 時 に長 時 間 の閉 鎖 が想 定 される

空 港 へ向 かう便 や目 的 地 変 更 が必 要 となる航 空 機 に対 応 するため、新 千 歳 空 港

等 で の 航 空 機 及 び 旅 客 受 け 入 れ に 関 す る こ と つ い て 、 関 係 機 関 と の 調 整 を 実 施

する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①被 災 地 空 港 からの代 替 受 入 規 模 （対 応 可 能 機 数 等 の把 握 ） 

ダ イ バ ー ト の 対 応 に あ た り、 災 害 時 の 受 入 規 模 （ 国 内 線 ・ 国 際 線 の 受 入 可 能 機

数 等 ）について、関 係 機 関 との調 整 を実 施 する。 

 

図 ７ 目 的 地 変 更 を伴 う旅 客 機 ・乗 客 の受 入 に関 する検 討 イメージ 

 

②旅 客 者 への滞 在 及 び目 的 地 への移 動 手 段 等 に関 する情 報 提 供  

空 港 内 の 滞 留 者 に 対 し、 受 入 後 の 移 動 手 段 や 滞 在 等 に 関 す る情 報 提 供 手 段

を 確 保 し 、 タ ー ミ ナ ル 内 及 び 空 港 周 辺 に お け る ホ テ ル 等 の 宿 泊 に 関 す る 情 報 や 目

的 地 等 への代 替 移 動 手 段 に関 する情 報 の提 供 が可 能 となるよう、構 内 放 送 やサイ

ネージ等 による案 内 ・誘 導 体 制 を確 立 するよう指 導 する。  

関西国際空港

高知空港

宮崎空港

被害の甚大な
太平洋沿岸地域

大分空港

中部国際空港

新千歳空港等

被害が想定される５空港を目的地
とする航空機を非被災地ブロック

内の代替空港でカバー
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3-3  「 テ ー マ ③ ： 甚 大 か つ 広 範 囲 の 被 害 に 対 し て も 、 被 災 地 の 情 報 を 迅 速 ・ 正 確 に 収

集 ・共 有 し、応 急 活 動 や避 難 につなげる」 

 

（１）被 災 情 報 の迅 速 ・正 確 な収 集 ・管 理 に係 る協 力 応 援  

北 海 道 開 発 局 は、災 害 対 策 用 ヘリコプター「ほっかい」の被 災 地 への飛 行 ルート

や中 継 地 及 び給 油 地 等 を定 めた応 援 飛 行 計 画 に基 づき、被 災 地 情 報 の収 集 や

緊 急 調 査 等 の応 援 活 動 を実 施 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①災 害 対 策 用 ヘリコプター「ほっかい」応 援 飛 行 計 画 の策 定  

被 災 地 情 報 の 迅 速 ・ 正 確 な 収 集 は 極 め て 重 要 で 有 り 、 南 海 卜 ラ フ 巨 大 地 震 で

は大 規 模 な被 災 が広 域 に同 時 多 発 すると想 定 されるため、空 からの被 災 地 情 報 の

収 集 や緊 急 調 査 等 が極 めて有 効 である。 

また、柔 軟 な対 応 ができるよう事 前 に方 面 毎 にその直 近 の基 地 を選 定 しておくとと

もに、途 中 で給 油 が必 要 となるためその給 油 基 地 （表 １、図 ８）も事 前 に選 定 する。な

お、基 地 の選 定 にあたっては、給 油 が可 能 であり、概 ね震 度 ５強 以 下 で津 波 の影 響

を受 けない空 港 やヘリポートとする。 

（詳 細 は、「災 害 対 策 用 ヘリコプター「ほっかい」応 援 飛 行 計 画 」による。） 

 

表 １ 「ほっかい」応 援 飛 行 計 画 において想 定 する進 入 ルートと経 由 地 （案 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 給 油 時 間 含 む（１回 １時 間 と想 定 ） 

方 面  総 距 離  所 要 時 間 ※  

静 岡 方 面  798km 6 時 間  

愛 知 ・ 
三 重 方 面  

1 ,044km 10 時 間  

大 阪 ・神 戸 ・ 
和 歌 山 方 面  

1 ,132km（神 戸 ） 
1 ,108km（大 阪 ） 

11 時 間 （神 戸 ） 
11 時 間 （大 阪 ） 

中 国 ・四 国 ・ 
九 州 方 面  

1 ,259km（神 戸 経 由 ） 
1 ,253km（大 阪 経 由 ） 

12 時 間 （神 戸 経 由 ） 
12 時 間 （大 阪 経 由 ） 
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図 ８ 「ほっかい」による調 査 応 援 の飛 行 ルート（案 ） 

 

 

  

１時間到達圏域

２時間到達圏域

１時間到達圏域

２時間到達圏域

１時間到達圏域

２時間到達圏域

１時間到達圏域

２時間到達圏域

ルート案②
丘珠AP → 函館AP → 秋田AP → 新潟AP →

（156km） （246km） （208km） （224km）

富山AP → 小松AP
（74km）

小松空港から
１．名古屋空港（愛知県） 136km
２．伊丹空港（大阪府） 200km
３．神戸空港（兵庫県） 224km 

伊丹空港から
岡山空港（岡山県） 145km 

神戸空港から
岡山空港（岡山県） 127km 

丘珠AP → 函館AP → 花巻AP →
（156km） （246km） （263km）

仙台AP → つくばHP
（379km）

札幌AP

秋田AP

新潟AP

小松AP

名古屋AP伊丹AP岡山AP
神戸AP

つくばHP

函館AP

富山AP

仙台AP

花巻AP
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（２）電 子 防 災 情 報 システムの具 体 的 な活 用 方 策 の検 討  

北 海 道 地 方 測 量 部 は、北 海 道 地 域 から被 災 地 に派 遣 される TEC-FORCE 隊

員 等 地 方 支 分 局 等 の迅 速 かつ確 実 な応 急 活 動 を支 援 するため、災 害 発 生 後 に

国 土 地 理 院 本 院 が 被 災 地 を 撮 影 し た 空 中 写 真 、 当 該 地 域 の 各 種 地 図 及 び 地

殻 変 動 情 報 を提 供 する。  

また、北 海 道 地 域 の地 方 支 分 局 等 が入 手 した被 災 箇 所 の状 況 や各 機 関 が撮

影 した 現 況 写 真 な どの 共 有 す べ き情 報 を 「 電 子 防 災 情 報 システム 」 で発 信 す るた

めの技 術 的 なサポートを国 土 地 理 院 本 院 、他 の地 方 測 量 部 と連 携 して行 う。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①防 災 情 報 管 理 （収 集 ・表 示 ・活 用 ・更 新 ）の調 整  

災 害 発 生 前 に 整 備 さ れた 精 密 標 高 デ ータ 等 の 基 本 的 な地 理 空 間 情 報 及 び 災

害 発 生 直 後 から各 情 報 源 からオンラインで提 供 される各 種 情 報 （ヘリ等 からの映 像

情 報 や現 場 情 報 、 各 種 被 害 情 報 等 ）を集 約 し、リアルタイム に電 子 地 図 上 に 統 合

表 示 して共 有 し迅 速 に把 握 することができるフレームワークとして、電 子 防 災 情 報 シ

ステム（図 ９）を使 用 するため、必 要 となる防 災 情 報 管 理 （収 集 ・表 示 ・活 用 ・更 新 ）

の調 整 を行 う。 

電 子 防 災 情 報 システムの構 築 及 び TEC-FORCE の活 動 体 制 の強 化 による、災

害 発 生 時 の応 急 活 動 の強 化 ・充 実 について検 討 する。 

 

 

図 ９ 電 子 防 災 情 報 システムの活 用 イメージ 
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苫小牧

秋田

新潟

敦賀舞鶴

名古屋

大洗

仙台

堺泉北

小樽

3-4  「テーマ④：無 数 に発 生 する被 災 地 に対 して、総 合 啓 開 により全 力 を挙 げて進 出 ル

ートを確 保 し、救 助 活 動 を始 める」 

 

（１）総 合 啓 開 の応 援 体 制  

北 海 道 開 発 局 は、南 海 トラフ巨 大 地 震 に対 応 した TEC-FORCE 派 遣 計 画 及

び被 災 地 整 等 の受 援 計 画 に基 づき、陸 海 空 の総 合 啓 開 に向 けて TEC-FORCE

及 び資 機 材 等 を派 遣 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①TEC-FORCE 等 活 動 計 画 の策 定  

発 災 後 速 やかに TEC-FORCE 隊 員 や災 害 用 資 機 材 の派 遣 ができ、被 災 地 で十

分 な活 動 ができるよう、TEC-FORCE 活 動 計 画 を策 定 する。TEC-FORCE 活 動 計

画 には、派 遣 可 能 な隊 員 数 （表 ２）、資 機 材 の種 類 と台 数 及 び進 出 拠 点 、移 動 方

法 等 （図 １０）を予 め定 める。 

表 ２ 北 海 道 開 発 局 の TEC-FORCE 派 遣 隊 員 数  

段  階  派 遣 隊 員 数  

第 １陣  １８６名  （各 班 計 ） 

第 ２陣  １８１名  （各 班 計 ） 

第 ３陣  １５５名  （各 班 計 ） 

 

②TEC-FORCE 等 の迅 速 な派 遣 及 び円 滑 な現 地 活 動 のための準 備  

一 次 進 出 拠 点 （中 部 や関 西 方 面 ）への海 路 や空 路 による派 遣 を迅 速 に行 えるよ

う、各 種 運 送 事 業 者 との協 定 について検 討 するとともに、大 部 分 の隊 員 や資 機 材 の

運 搬 手 段 となるフェリーの到 着 地 での初 動 活 動 の円 滑 化 のため、到 着 地 の自 治 体

等 との連 携 についても検 討 する。 

また、想 定 する一 次 進 出 拠 点 での隊 員 の

の 活 動 や 災 害 車 両 に 必 要 な 燃 料 の 確 保 に

つ い て 、 被 災 地 で の 販 売 可 能 な ス タ ン ド の

情 報 入 手 や 小 型 ロ ー リ ー の 手 配 に 係 る検 討

を行 う。 

（詳 細 は「北 海 道 開 発 局 TEC-FORCE 等

活 動 計 画 」による。） 

 

図 １０ 一 次 進 出 拠 点 までの派 遣 ルート 

（日 本 海 ルート・海 路 ：━…）のイメージ 
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石油コンビナート・海上合同防災訓練に
おける、海上に流れ出た油の拡散処理
のための放水の様子（四日市港）

三重県・熊野市・御浜町・紀宝町総合防
災訓練において、漂流者の吊り上げ救助
をする巡視船みずほ登載のヘリコプター
（鵜殿港）

広域医療搬送訓練において、「巡視船み
ずほ」に着船して傷病者を搬送する三重
県防災ヘリコプター（伊勢湾）

名古屋市港区総合防災訓練におい
て、避難住民を搬送する「巡視艇しゃ
ちかぜ」（名古屋港）

3-5  「テーマ⑤：被 害 のさらなる拡 大 を全 力 でくい止 める」 

 

（１）臨 海 部 等 での二 次 被 害 抑 止 に係 る応 援  

第 一 管 区 海 上 保 安 本 部 は、本 庁 の動 員 計 画 に基 づいた船 艇 、航 空 機 等 の派

遣 を行 う。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①  第 一 管 区 海 上 保 安 本 部 から被 災 管 区 への派 遣 計 画  

沿 岸 、 海 域 の 二 次 被 害 防 止 に 関 す る 対 応 ニ ー ズ を 踏 ま え 、 本 庁 や 被 災 管 区 と

調 整 の上 、動 員 勢 力 の追 加 や入 れ替 え等 の対 応 （写 真 １）を的 確 に行 う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写 真 １ 臨 海 部 における被 害 拡 大 の防 止 に向 けた訓 練 の実 施  
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3-6  「テーマ⑥：民 間 事 業 者 等 も総 動 員 し、数 千 万 人 の被 災 者 ・避 難 者 や被 災 した 自

治 体 を全 力 で支 援 する」 

 

（１）被 災 者 ・避 難 者 及 び自 治 体 への支 援  

北 海 道 開 発 局 は、 運 用 マニ ュア ルに 基 づ き、 緊 急 物 資 輸 送 、 臨 時 ヘ リ ポ ー ト 、

代 替 係 留 施 設 等 の機 能 を有 する広 域 防 災 フロートを、被 災 地 へ派 遣 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①広 域 防 災 フロートの派 遣 エリアの拡 大  

北 海 道 開 発 局 が室 蘭 港 に配 備 している「広 域 防 災 フロート」（全 長 ８０ｍ、全 幅 ２

４ｍ、高 さ４ｍ、最 大 喫 水 １．６ｍ）は、大 規 模 地 震 や火 山 噴 火 等 の災 害 発 生 時 に、

被 災 地 への緊 急 物 資 輸 送 、孤 立 地 域 の住 民 避 難 、被 災 した岸 壁 の代 替 施 設 等 と

しての機 能 を有 している（写 真 ２、表 ３）。 

東 日 本 大 震 災 では、大 船 渡 港 及 び相 馬 港 へ緊 急 支 援 物 資 を運 び、その後 も相

馬 港 において作 業 船 等 の係 留 施 設 として活 用 された（図 １１）ことから、南 海 トラフ巨

大 地 震 発 生 時 においても、緊 急 物 資 輸 送 や臨 時 ヘリポート等 の機 能 を担 う広 域 防

災 支 援 施 設 としての活 用 が期 待 される。 

一 方 、東 北 までの運 用 マニュアルは策 定 済 みであるものの、関 東 以 西 への派 遣 を

考 慮 した計 画 内 容 が無 いことから、その課 題 を整 理 するとともに派 遣 の際 の航 路 及

び所 要 時 間 等 を検 討 し、運 用 マニュアルの更 新 を進 め、被 災 地 への迅 速 な派 遣 に

備 える。 

（ 詳 細 は 、 「 広 域 防 災 フ ロ ー ト 運 用 マ ニ ュ ア ル （ 広 域 防 災 フ ロ ー ト の 派 遣 エ リ ア の 拡

大 について）」による。） 

 

 

写 真 ２ 広 域 防 災 フロートの全 景  
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表 ３ 広 域 防 災 フロートの構 造 ・機 能 特 性  

利 用 箇 所  構 造 ・機 能  

上 甲 板  ・避 難 、物 資 輸 送 のための 1,000 t 級 船 舶 の接 岸 が可 能  

・ヘリポートとして利 用  

・復 旧 支 援 用 の車 両 の乗 り入 れが可 能  

第 二 甲 板  ・避 難 、物 資 輸 送 のための漁 船 等 の小 型 船 の接 岸 が可 能

・物 資 格 納 用 の貨 物 室 を装 備  

 

 

 

図 １１ 東 日 本 大 震 災 の際 に活 躍 した広 域 防 災 フロート 
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陸・海・空各モードによる
緊急支援物資の輸送被害の甚大な

太平洋沿岸地域

（２）輸 送 拠 点 、体 制 の確 保  

北 海 道 運 輸 局 は 、 物 流 事 業 者 等 か ら な る 協 議 会 成 果 の 活 用 等 に よ り 、 「 支 援 物

資 集 積 拠 点 、輸 送 拠 点 の確 保 」、「民 間 物 流 専 門 家 の支 援 物 資 集 積 拠 点 、輸 送 拠

点 への派 遣 」、「陸 上 ・海 上 連 絡 輸 送 の 連 携 」に関 することを 関 係 機 関 と調 整 し検 討

を進 める。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①支 援 物 資 集 積 拠 点 、輸 送 拠 点 の確 保  

北 海 道 内 の メ ー カ ー ・ 卸 事 業 者 の 流 通 在 庫 、 行 政 機 関 等 に お け る 備 蓄 等 を 民

間 物 流 拠 点 や公 設 の防 災 拠 点 等 の要 物 資 集 積 所 に集 約 し、被 災 地 の物 資 集 積

所 へ 、 陸 路 、 海 路 、 空 路 の 多 様 な 輸 送 モー ド（ 図 １ ２ ） を 活 用 し て 輸 送 す るこ と に つ

いて検 討 する。 

 

 

 

 

 

 

図 １２ 北 海 道 内 （出 発 地 ）の物 資 集 積 及 び被 災 地 集 積 所 への輸 送  

 

②民 間 物 流 専 門 家 の支 援 物 資 集 積 拠 点 、輸 送 拠 点 への派 遣  

道 内 物 資 集 積 所 において、効 率 的 な災 害 時 物 流 システムを早 期 に構 築 できるよ

う、民 間 物 流 専 門 家 を、道 内 物 資 集 積 所 に派 遣 することについて検 討 する。 

 

③陸 上 ・海 上 連 絡 輸 送 の連 携  

被 災 地 に お ける総 合 啓 開 の 進 捗 や 必

要 物 資 の ニ ー ズ の 変 化 等 に 併 せ て 、 輸

送 品 目 ・ 量 に 適 し た 陸 路 、 海 路 、 空 路 の

輸 送 モード（図 １３）の連 携 を調 整 していく

必 要 が生 じることについて検 討 する。 

 

図 １３ 陸 ・海 ・空 の多 様 なモードを

活 用 した緊 急 物 資 の輸 送  

メーカー

卸事業者

行政機関
備蓄

物
資
集
積
所

陸上輸送
（車両・鉄道）

海上輸送

航空輸送

物
資
集
積
所

被
災
地
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（３）支 援 物 資 のバックアップ拠 点  

東 京 航 空 局 新 千 歳 空 港 事 務 所 は、災 害 時 における物 資 輸 送 の拠 点 空 港 とし

ての受 け入 れ体 制 を構 築 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①航 空 輸 送 の連 絡 調 整  

東 京 航 空 局 新 千 歳 空 港 事 務 所 は、災 害 時 の緊 急 支 援 物 資 等 の受 け入 れ体 制

（駐 機 場 、保 管 場 所 等 ）を構 築 する。 

 

 

（４）TEC-FORCE 等 派 遣 計 画 の策 定  

北 海 道 開 発 局 は、南 海 トラフ巨 大 地 震 に対 応 した TEC-FORCE 派 遣 計 画 及

び被 災 地 整 等 の受 援 計 画 に基 づき、陸 海 空 の総 合 啓 開 に向 けて TEC-FORCE

及 び資 機 材 等 を派 遣 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①TEC-FORCE 等 活 動 計 画 の策 定 （再 掲 ） 

平 成 ２ ５ 年 度 末 ま で に 、 被 災 地 方 整 備 局 等 の 受 援 ニ ー ズ や 活 動 拠 点 の 情 報 を

踏 まえ、北 海 道 開 発 局 TEC-FORCE 等 活 動 計 画 を策 定 する。 

 

 

（５）北 海 道 運 輸 局 における全 国 的 な派 遣 体 制 の検 討  

北 海 道 運 輸 局 は、TEC-FORCE 隊 員 の増 強 及 び活 動 計 画 の策 定 など、大 規

模 災 害 発 生 時 の適 切 な対 応 を図 るための体 制 を整 備 し、本 省 指 示 に基 づくリエゾ

ン及 び TEC-FORCE 全 国 派 遣 を実 施 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①TEC-FORCE 活 動 計 画 の策 定 及 び隊 員 の増 強 等  

平 成 ２ ６ 年 ２ 月 、 北 海 道 運 輸 局 TEC-FORCE 活 動 計 画 を 策 定 す る と と も に

TEC-FORCE 隊 員 の増 員 を図 り、大 規 模 災 害 発 生 時 に対 応 した体 制 の整 備 を図

った。今 後 、TEC-FORCE 隊 員 に対 する教 育 ・訓 練 の実 施 、活 動 に必 要 な資 機 材

の整 備 を図 る。 

(詳 細 は「北 海 道 運 輸 局 緊 急 災 害 対 策 派 遣 隊 （TEC-FORCE）活 動 計 画 」による。)  
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②リエゾン及 び TEC-FORCE の全 国 派 遣  

被 害 が甚 大 な地 域 においての、被 災 地 方 運 輸 局 で対 応 する自 治 体 リエゾン等 の

体 制 が 確 保 で き な い 場 合 を 想 定 し 、 本 省 指 示 に 基 づ き 自 治 体 リ エ ゾ ン 及 び

TEC-FORCE の全 国 的 な派 遣 を実 施 する。 
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3-7  「テー マ⑦ ：事 前 の 備 えも含 めて被 害 の長 期 化 を防 ぎ、 １ 日 も早 い 生 活 ・ 経 済 の 復

興 につなげる」 

 

（１）被 災 地 における生 活 ・経 済 の早 期 復 興 支 援 と事 前 対 策  

北 海 道 開 発 局 は、南 海 トラフ巨 大 地 震 に対 応 した TEC-FORCE 派 遣 計 画 及 び

被 災 地 整 等 の 受 援 計 画 に 基 づ き 、 濃 尾 平 野 等 の 緊 急 排 水 に 向 け て 、

TEC-FORCE 及 び協 力 業 者 、資 機 材 等 を派 遣 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①  緊 急 排 水 等 に対 応 した TEC-FORCE 等 活 動 計 画 の策 定 （再 掲 ） 

濃 尾 平 野 等 における広 域 な緊 急 排 水 対 応 について、中 部 地 整 「濃 尾 平 野 の排

水 計 画 」等 を 踏 ま え、 陸 路 及 び 航 路 での TEC-FORCE 隊 員 や 災 害 対 策 用 機 械

（ 表 ４ ， 写 真 ３ ） の 輸 送 体 制 （ 図 １ ４ ） に つ い て 、 一 次 進 出 拠 点 ま で の 派 遣 の 検 討 を

進 め、TEC-FORCE 等 活 動 計 画 を策 定 する。 

 

表 ４ 道 内 の災 害 対 策 用 機 械 の保 有 ・配 備 状 況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 表 に 加 え 、 除 雪 ド ー ザ を 8 5 台 、 給 水 ポ ン プ 付 散 水 車 を 1 7 台 等 保 有 。 ま た 、 衛 星 携 帯 １ ３ １

台 （ 可 搬 型 ） 、 ７ １ 台 （ 車 載 型 ） を 保 有 。  
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写 真 ３ 災 害 対 策 用 機 械 の活 動 状 況  

 

 

図 １４ 陸 路 及 び航 路 での災 害 対 策 用 機 械 輸 送 体 制 の検 討 （道 内 ） 

  

小 型 無 人 ヘリコプター 対 策 本 部 車  

応 急 組 立 橋  土 のう造 成 機  
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（２）広 域 防 災 フロートによる早 期 復 興 支 援  

北 海 道 開 発 局 は、運 用 マニュアルに基 づき、災 害 復 旧 資 材 置 場 、代 替 係 留 施 設

等 の機 能 を有 する広 域 防 災 フロートを、被 災 地 に派 遣 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①広 域 防 災 フロートの派 遣 エリアの拡 大  

テーマ⑥に前 述 したように被 災 者 ・避 難 者 及 び自 治 体 への支 援 を行 うと共 に、復

興 支 援 に 資 す る 災 害 復 旧 資 材 の 置 場 、 作 業 船 の 代 替 係 留 施 設 の 機 能 を 有 す る

広 域 防 災 フロートについて、関 東 以 西 への派 遣 を考 慮 した計 画 内 容 が無 いことから、

その課 題 を整 理 するとともに派 遣 の際 の航 路 及 び所 要 時 間 等 の検 討 により運 用 マ

ニュアルの更 新 を進 め、早 期 復 興 支 援 に備 える。 

（ 詳 細 は 、 「 広 域 防 災 フ ロ ー ト 運 用 マ ニ ュ ア ル （ 広 域 防 災 フ ロ ー ト の 派 遣 エ リ ア の 拡

大 について）」による。） 

 

 

（３）道 内 港 湾 での代 替 輸 送 受 入 体 制 の検 討  

北 海 道 開 発 局 は、地 震 発 生 後 に、被 災 した港 湾 の代 替 機 能 を確 保 するため、

港 湾 管 理 者 、関 係 機 関 と連 携 して、道 内 港 湾 における受 入 体 制 を検 討 する。 

 

＜平 時 から準 備 しておくべき事 項 ＞ 

①道 内 港 湾 での代 替 輸 送 受 入 体 制  

港 湾 の被 災 により、被 災 地 だけでなく、国 内 全 体 におけるサプライチェーンの影 響

や取 扱 貨 物 の海 外 流 出 を 抑 止 す るた め、道 内 港 湾 にお ける代 替 輸 送 の受 け入 れ

に つ い て 、 港 湾 管 理 者 、 関

係 機 関 と の 連 携 に よ り 、 道

内 港 湾 に お け る 発 災 後 の

代 替 輸 送 受 入 体 制 に つ い

て検 討 する。 

 

 

 

 

 

 

                              図 １５ 代 替 輸 送 受 入 のイメージ 

代替輸送受入

被害の甚大な
太平洋沿岸地域

国際拠点港湾：苫小牧港、室蘭港
重要港湾：函館港、石狩湾新港、釧路港 他

苫小牧港

室蘭港
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第 4 章  巨 大 地 震 の発 生 に備 え戦 略 的 に推 進 する対 策  

 

4-1 支 援 物 資 のバックアップ拠 点  

北 海 道 開 発 局 は、港 湾 管 理 者 、関 係 機 関 と連 携 して、道 内 港 湾 における食 料

等 支 援 物 資 のバックアップ拠 点 としての港 湾 機 能 について検 討 する。 

 

①道 内 港 湾 におけるバックアップ拠 点  

道 内 港 湾 の取 扱 品 目 や民 間 物 流 拠 点 の平 時 における稼 働 状 況 や利 用 可 能 な

ス ペ ー ス ・ 荷 役 機 械 等 の 状 況 を あ ら か じめ 整 理 し 、 食 料 供 給 基 地 の 形 成 に 向 け た

動 きにも配 慮 しつつ、支 援 物 資 のバックアップ拠 点 としての港 湾 機 能 （図 １６）につい

て検 討 する。 

 

 

図 １６ 食 料 供 給 基 地 のイメージ 
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4-2 広 域 輸 送 ネットワークの強 化  

北 海 道 開 発 局 は 、 広 域 的 な 応 援 要 員 や 資 機 材 の 移 動 、 緊 急 支 援 物 資 等 の

輸 送 を 支 えるため、 さらに は、 ２１０万 人 から４３０ 万 人 と 想 定 される避 難 者 の スムー

スな受 入 や道 内 移 動 等 にも資 するよう、所 管 する道 路 、港 湾 、空 港 等 社 会 資 本 整

備 を着 実 に推 進 し、広 域 輸 送 ネットワークの強 化 に努 めるものとする。 

 

①  広 域 輸 送 ネットワークの強 化  

南 海 トラフ地 震 の発 災 後 に、迅 速 な応 援 活 動 や 避 難 者 の 支 援 等 に 資 するよう 、

北 海 道 内 における主 要 都 市 と拠 点 的 な空 港 ・港 湾 を結 ぶ広 域 的 な高 速 交 通 ネット

ワ ー ク の 整 備 促 進 、 港 湾 ・ 空 港 機 能 の 維 持 ・ 強 化 等 の 社 会 資 本 整 備 を 着 実 に 推

進 し、広 域 輸 送 ネットワークの強 化 に努 める。 

 

 

図 １７ 広 域 輸 送 ネットワークのイメージ 

国際拠点港湾

【凡例】

重要港湾

国管理空港等

被害甚大な
太平洋沿岸地域



災害対策用ヘリコプターの派遣による迅速な応援活動の実施

深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策計画

○災害対策用ヘリコプター「ほっかい」により迅速な応援活動を実施するた
め、被災地への飛行ルートや中継地及び給油地等を定めた応援飛行計
画を策定する必要がある

深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策計画

○被害が甚大となる地域への飛行は、長距離飛行となり、出発地から目的
地までの各飛行ルートで複数箇所の給油が必要となるため、給油基地も
事前に選定する。

○柔軟な事象にも対応ができるよう 方面毎にその直近の待機基地となる画を策定する必要がある。

○長距離飛行のため目的地までの移動に必要な給油拠点や現地活動に
必要な給油拠点の確保ができないことにより、情報収集が困難となるお
それがある。

○柔軟な事象にも対応ができるよう、方面毎にその直近の待機基地となる
拠点（空港・ヘリポート等）を事前に調査し、被災地での情報収集活動等
に備える。

○詳細については、平成２５年度末までに策定する「災害対策用ヘリコプ
ター「ほっかい」応援飛行計画」においてとりまとめる。

［例：先遣隊の応援飛行・・・日本海側］
・10日分程度の宿泊用意を行い

北海道管内から被災エリアまでの
航行距離が長く給油が必要となる

ヘリコプターの航続時間・距離が

※北海道開発局からの直線距離

丘珠空港

函館空港

10日分程度の宿泊用意を行い、
防災課職員含め、本局へ集合

↓
・モバイルPC、防災服等、連絡車又は
レンタカー等の手配を行い、丘珠空港へ向かう

↓
・丘珠空港出発後 函館空港→花巻空港

リコプタ の航続時間 距離が
短く給油回数が増え、最終目的地
到着までの時間的ロスが発生する
（1時間200㎞程度）

給油可能な空港・ヘリポートが限
500k 圏※

花巻空港

新潟空港

・丘珠空港出発後、函館空港→花巻空港
→新潟空港→富山空港～福井空港へ向かい、
被災エリアへ向けての派遣先を調整

給油可能な空港 ヘリポ トが限
定されている

500km圏※

福井空港

富山空港

1000km圏※

1500km圏※

１

給油可能なヘリポート・空港の分布状況
給油可能なヘリポート・空港の分布状況



TEC-FORCEの被災地への速やかな派遣

深刻な事態 南海トラフ巨大地震対策計画

○甚大な被害が想定される地域に対し、一刻も早くTEC‐FORCE隊員及
び資機材を派遣し、各種災害対応を行う必要がある。

○被災が想定される地域は北海道から遠隔地であり、移動負荷を伴う
ことから、円滑な派遣ができないことにより、活動拠点への速やかな

○迅速なTEC‐FORCE隊員及び資機材の派遣のため、一次進出 拠点（国営

木曽三川公園、近畿地方整備局近畿技術事務所）の確保及び海路を基
本とした現地への移動・運搬手段について検討する。

○詳細については、平成２５年度末までに策定するTEC‐FORCE派遣計画に
参集ができないおそれがある。 おいてとりまとめる。

※北海道開発局からの直線距離 ［応急対策班、情報通信班］ ※TEC-FORCE派遣航路

・10日分程度の宿泊用意を行い、開発建設部集合、
活動支援班担当者と調整、機械作業員等へ出動指示。 苫小牧

小樽

↓
・モバイルPC、防災服、連絡車又はレンタカー等の
手配を行い、苫小牧西港に参集

↓
・連絡車、パトカー、協定会社と確認調整

↓
・苫小牧西港到着

苫小牧

秋田

仙台

1000km圏※

「小樽（参集）～敦賀」
・新日本海フェリーへの乗船・
移動（20時間）

「小樽（参集）～舞鶴」
新日本海 リ の乗船

新潟

敦賀舞鶴

名古屋

大洗

堺泉北

1500km圏※

図 長距離派遣となる派遣先被災地域（基本ケース・震度階図）

・新日本海フェリーへの乗船・
移動（22時間）

「苫小牧東港（参集～舞鶴）」
・新日本海フェリーへの乗船・
移動（22時間）

「苫小牧西港（参集）～大洗」
・商船三井フェリーへの乗船・
移動（18時間）
※7日-10日程度は航路啓開

被害が甚大な太
平洋沿岸地域※北海道開発局からの直線距離

1000km圏※

図 被災地への人員・資機材の派遣航路（イメージ）

舞鶴

敦賀

敦賀
1000km圏※

舞鶴～近畿技術事務所
約155km

敦賀～近畿技術事務所
約150km

曽

舞鶴

敦賀～国営木曽三川公園
約195km

敦賀～国営木曽三川公園
約105km

２

1500km圏※

図 長距離派遣となる派遣先被災地域（基本ケース・津波高）

近畿技術事務所

国営木曽三川公園

図 舞鶴・敦賀港から進出拠点への侵入経路
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１．概要 
本計画は、北海道開発局が保有する災害対策用ヘリコプター「ほっかい」（以下、

「ほっかい）という。）における「南海トラフ地震における災害対策用ヘリコプター応援飛

行計画（以下、応援飛行計画という。）として、平成２５年８月に国土交通省で策定した

「南海トラフ巨大地震対策計画中間取りまとめ」、平成２６年３月に北海道開発局で策

定した「北海道ブロック地域対策計画」（以下、地域対策計画という。）及び「南海トラフ

地震におけるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）等活動計画」（以下、活動計画

という。）を踏まえ、被災地への派遣を想定し、その内容をとりまとめたものである。 

 

（１）派遣時期と隊員の構成 

「ほっかい」については発災後、活動計画に示す北海道開発局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員

５名（総合司令部要員及び先遣班）を迅速に被災地へ輸送する。 

 

（２）策定項目 

「ほっかい」について、派遣に際し事前に整理すべき以下の事項についてとりまとめ

た。 

 ・派遣要請手順（派遣フロー） 

 ・進入ルート（飛行経路） 

 ・中継地及び給油地 

 

 

２．ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員の「ほっかい」による派遣 
（１）派遣隊員 

「ほっかい」による TEC-FORCE 隊員の派遣については総合司令部要員として 1 名、

先遣班として事務、河川、道路、港湾部門より各 1 名、計５名を搭乗させ、派遣する。 

搭乗者については「活動計画」「派遣隊員一覧」資料－１（Ｐ８）による。 

 

（２）派遣要請手順 

「ほっかい」の派遣要請については北海道開発局防災課より運行委託会社へ連絡

するものとし、派遣フローについては資料－１（P２）に示す。 

 

（３）「ほっかい」飛行ルート及び給油地 

発災後、進入ルートの空港及びヘリポートの使用状況を確認した上で、被災地に向

け出発する。進入ルート例を資料－２（P３）に示す。 

給油箇所については資料－３（P４，５）に示す。 

1



資料－１

「ほっかい」派遣要請手順

災害発生災害発生

本局防災課職員より運航委託

会社へ派遣要請

点検時間

飛行前点検開始

点検時間

１：００

打合せ時間

↓
丘珠空港

搭乗者到着後

飛行プラン打合せ

（丘珠空港）

丘珠～福井の場合

打合せ時間

０：３０

函館空港
↓

花巻空港
↓

新潟空港
↓

富山空港
↓

（丘珠空港）

移動

丘珠～福井の場合

所要時間

９：４０

飛行時間

６：２０

・被災地整近郊の空港若しくはHPにて

↓
福井空港

↓

被災地整近郊の
空港若しくはHP

移動

待機場所到着

（派遣先近隣空港）

６：２０

・被災地整近郊の空港若しくはHPにて
災害対策本部より指示があるまで待
機

待機場所到着

（派遣先近隣空港）
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資料－２
「ほ かい 飛行ル ト例「ほっかい」飛行ルート例

「ほっかい」利用時
【参考】フライト時間算出表

１日目
・第１フライト 7:30

距 離 運航速度
運航時

間
時 刻 備 考

丘珠空港 ～ 函館空港 160 1:10 8:40
第１フライト　計 1:10

給油 50分

出発時間

経 路

丘珠空港

函館空港

・第２フライト 9:30

距 離 運航速度
運航時

間
時 刻 備 考

函館空港 ～ 花巻空港 265 160 1:50 11:20
第２フライト　計 1:50

給油 50分

・第３フライト 12:10

距 離 運航速度
運航時

間
時 刻 備 考

花巻空港 ～ 新潟空港 240 160 1:40 13:50
第３フライト　計 1:40

給油 50分

・第４フライト 14:40

距 離 運航速度
運航時

間
時 刻 備 考

新潟空港 ～ 富山空港 230 160 1:30 16:10
第４フライト　計 1:30

給油 50分

出発時間

経 路

出発時間

経 路

出発時間

経 路

函館空港

花巻空港

新潟空港

給油 50分

・第５フライト 17:00

距 離 運航速度
運航時

間
時 刻 備 考

富山空港 ～ 福井空港 105 160 0:40 17:40
第５フライト　計 0:40

給油 50分
福井空港到着 17:40

運航時間計 6:50

朝日航洋は機長、整備士、撮影技師の３人体制とする

２日目

・第１フライト（プランA　）

距 離 運 航 速度 運 航 時間 時 刻 備 考

福井空港 ～ 中部地整方面
　計

・第１フライト（プランB　）

出発時間

経 路

搭乗員は５人とする（総合司令部要員１名＋先遣班３名（河川、道路、港湾）＋

経 路

福井空港

富山空港

新潟空港
第 フライト（プラン ）

距 離 運 航 速度 運 航 時間 時 刻 備 考

福井空港 ～ 近畿地整方面
　計

・第１フライト（プランC　） 出発時間

距 離 運 航 速度 運 航 時間 時 刻 備 考

福井空港 ～ 中国地整方面
　計

経 路

経 路
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資料－３－１

給油可能空港及びヘリポート図

凡 例

： 空 港

： ヘリポート



資料－３－２
　　　　給油可能空港及びヘリポート一覧表

【空　港】

空港名
給油設備

有無
滑走路 所在地 連絡先 備　考

旭川空港 ○ 2500×60m 上川郡東神楽町字千代が丘１０－１３８ 0166-83-2200
函館空港 ○ 3000×45m 函館市高松町５１１ 0138-57-1737
釧路空港 ○ 2500×45m 釧路市鶴丘２－２６０ 0154-57-6284
女満別空港 ○ 2500×45m 網走郡大空町女満別中央２５６－３ 0152-74-2222
中標津空港 ○ 2500×45m 標津郡中標津町字中標津１８４８－４ 01537-2-2043
帯広空港 ○ 2500×45m 帯広市泉町西９線中８－４１ 0155-64-5320
札幌空港 ○ 1400×30m 札幌市東区丘珠町６３ 011-781-8321
稚内空港 ○ 2000×45m 稚内市大字声問村字声問６７４４ 0162-27-2727
新千歳空港 ○ 3000×60m、3000×60m 千歳市美々 0123-23ｰ4101
鹿部飛行場 ○ 890×30m 茅部郡鹿部町本別４５０−１ 01372-7-3388 
秋田空港 ○ 2500×60m 秋田県秋田市雄和椿川山籠４９ 018-886-3366
青森空港 ○ 2500×60m 青森県青森市大谷小谷１−５ 017-739-2000
花巻空港 ○ 2000×45m 岩手県花巻市東宮野目第2地割53 0198-26-2016
新潟空港 ○ 2500×45m、1314×45m 新潟県新潟市東区松浜町３７１０ 025-275-2633
仙台空港 ○ 3000×45m、1200×45m 宮城県名取市下増田南原 022-382-0080
山形空港 ○ 2000×45m 山形県東根市大字羽入字柏原新林３００８ 0237-47-3111
庄内空港 ○ 2000×45m 山形県酒田市浜中村東３０−３ 0234-92-4181
福島空港 ○ 2500×60m 福島県石川郡玉川村北須釜はばき田21 0247-57-1511
大館能代空港 ○ 2000×45m 秋田県北秋田市脇神字からむし岱２１−１４４ 0186-62-5330
調布空港 ○ 800×30m 東京都三鷹市大沢6-11-25 0422-31-4431
八丈島空港 ○ 1800×45m 東京都八丈島八丈町大賀郷2839−2 04996-2-3311
新島空港 ○ 800×25m 東京都新島村字川原 04992-5-1267
竜ヶ崎飛行場 ○ 800×35m 茨城県龍ケ崎市半田町3177 0297-62-1271
神津島空港 ○ 880×25m 東京都神津島村字金長 04992-8-1311
福井空港 ○ 1200×30m 福井県坂井市春江町江留中50-1-2 0776-51-0580
小松空港 ○ 2700×45m 石川県小松市浮柳町ヨ50番地先 0761-21-9803 
松本空港 ○ 2000×45m 長野県松本市空港東８９０９ 0263-57-8818 
名古屋空港 ○ 2740×45m 愛知県西春日井郡豊山町豊場林先 0568-28-5633
富山空港 ○ 2000×45m 富山県富山市秋ケ島 076-495-3000
能登空港 ○ 2000×45m 石川県輪島市三井町洲衛10−11−1 0768-26-2000
静岡空港 ○ 2500×60m 静岡県牧之原市坂口３３３６−４ 0548-29-2000 
出雲空港 ○ 2000×45m 島根県出雲市斐川町沖洲２６３３−１ 0853-72-7500 
高知空港 ○ 2000×45m 高知県南国市久枝乙５８ 088-863-2906 
松山空港 ○ 2500×45m 愛媛県松山市南吉田町２７３１ 089-972-5600 
南紀白浜空港 ○ 2000×45m 和歌山県西牟婁郡白浜町才野１６２２−１２５ 0739-43-0081 
岡山空港 ○ 3000×45m 岡山市北区日応寺１２７７ 086-294-5550
隠岐空港 ○ 2000×45m 島根県隠岐の島町岬町1889−12 08512-2-1221 
高松空港 ○ 2500×60m 香川県高松市香南町岡１３１２−７ 087-835-8110 
徳島空港 ○ 2000×45m 徳島県板野郡松茂町豊久朝日野１６−２ 088-699-2831 
鳥取空港 ○ 2000×45m 鳥取県鳥取市湖山町西４−１１０−５ 0857-28-1402 
山口宇部空港 ○ 2500×45m 山口県宇部市沖宇部６２５ 0836-31-2200 
八尾空港 ○ 1490×45m、1200×30m 大阪府八尾市空港２−１２ 072-992-0031
岡南飛行場 ○ 1200×30m 岡山県岡山市南区浦安南町６４０ 086-262-0954 
石見空港 ○ 2000×45m 島根県益田市内田町イ５９７ 0856-24-0038 
広島空港 ○ 3000×60m 広島県三原市本郷町善入寺６４−３１ 0848-86-8151 
但馬空港 ○ 1200×30m 兵庫県豊岡市岩井１５９８−３４ 0796-26-1507 
美保空港 ○ 2000×45m 鳥取県境港市佐斐神町1634番地 0859-45-6121 
神戸空港 ○ 2500×60m 兵庫県神戸市中央区神戸空港１ 078-304-7777 
奄美空港 ○ 2000×45m 鹿児島県奄美市笠利町大字和野 0997-63-2295 
福岡空港 ○ 2800×60m 福岡県福岡市博多区下臼井７７８−１ 092-621-6059 
鹿児島空港 ○ 3000×45m  鹿児島県霧島市溝辺町麓８２２ 0995-58-2740 
新北九州空港 ○ 2500×60m 福岡県北九州市小倉南区空港北町６ 093-475-4195 
熊本空港 ○ 3000×45m 熊本県上益城郡益城町大字小谷１８０２−２ 096-232-2810
宮崎空港 ○ 2500×45m 宮崎県宮崎市赤江 0985-51-5114 
長崎空港 ○ 3000×60m、1200×30m 長崎県大村市箕島町593番地 0957-52-5555
大分空港 ○ 3000×45m 大分県国東市武蔵町糸原 0978-67-1174 
大分県央飛行場 ○ 800×25m 大分県豊後大野市大野町田代2592－2  0974-34-4411
種子島空港 ○ 2000×45m 鹿児島県熊毛郡中種子町増田２６９２−６４ 0997-27-5111 
徳之島空港 ○ 2000×45m 鹿児島県大島郡天城町浅間1−1 0997-85-4141 
対馬空港 ○ 1900×45m 長崎県対馬市美津島町鶏知乙440 0920-54-3396 
与論空港 ○ 1200×30m 鹿児島県大島郡与論町立長517番地 0997-97-3465
枕崎 ○
佐賀空港 ○ 2000×45m 佐賀県佐賀市川副町大字犬井道９４７６−１８７ 0952-25-7104
新石垣空港 ○ 1500×45m 沖縄県石垣市字白保1960-104-1 0980-87-0468
宮古空港 ○ 2000×45m 沖縄県宮古島市平良下里１６５７−１２８ 0980-72-1212 
那覇空港 ○ 3000×45m 沖縄県那覇市鏡水１５０ 098-840-1304 

【ヘリポート】

ヘリポート名
給油設備
有無（○

×）
着陸帯 所在地 連絡先 備　考

乙部へリポート ○ 25×20m 爾志郡乙部町字姫川６０番地 0139-62-2311
砂川へリポート ○ 25×20m、25×20m 砂川市西豊沼２３１番地６ 0125-54-2121
豊富へリポート ○ 25×20m 天塩郡豊富町字上サロベツ２６４－２番地 0162-82-1001
ニセコへリポート ○ 25×20m 虻田郡ニセコ町字曽我８７０番地６ 0136-44-2121

東北
（１箇所）

米沢へリポート ○ 25×20m 米沢市八幡原二丁目444-9 0238-28-4941

群馬へリポート ○ 25×20m 前橋市下阿内町３７７－２ 027-265-0100
つくばへリポート ○ 52×47.5m 茨城県つくば市上境992 029-857-7515
栃木へリポート ○ 35×30m 栃木県芳賀郡芳賀町芳賀台１２８−１ 028-677-4545 
東京へリポート ○ 90×30m 東京都江東区新木場４丁目７−２８ 03-3522-2681 
静岡へリポート ○ 35×30m 静岡市葵区諏訪8番地の10 054-265-5500
津市伊勢湾へリポート ○ 35×30m 三重県津市雲出鋼管町２番地２ 059-229-3180
奈良県へリポート ○ 35×30m、35×30m 奈良市矢田原町2446 0742-81-0501
若狭へリポート ○ 35×30m 福井県小浜市高塚 0776-20-0488 

広島ヘリポート ○ 35×30m 広島市西区観音新町4丁目10-2 082-234-6145

北海道
（７箇所）

関東
（５箇所）

中部
（５箇所）

西日本
（３箇所）

北海道
（２１飛行場）

東北
（１２飛行場）

中部
（９飛行場）

関東
（１４飛行場）

西日本
（２０飛行場）

九州
（２４飛行場）

沖縄
（１３飛行場）
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参考資料－１

朝日航洋　案内図

インターホンで呼び出すと案内されます。
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１．概要 
本計画は、北海道開発局における「南海トラフ地震における TEC-FORCE 等活動計

画」（以下、活動計画という。）として、平成２５年８月に国土交通省で策定した「南海ト

ラフ巨大地震対策計画中間取りまとめ」及び平成２６年３月に北海道開発局で策定し

た「北海道ブロック地域対策計画」を踏まえ、被災地への最大限の派遣を想定し、その

内容をとりまとめたものである。 

 

（１）派遣する班等の構成 

北海道開発局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員の指名者の中から、以下の班等の隊員を派遣

する。 

  ・総合司令部要員及び先遣班 

  ・被災状況調査班 

  ・応急対策班、情報通信班 

  ・隊員活動支援・記録班 

 

（２）派遣時期と規模 

①隊員 

総合司令部要員及び先遣班については、防災対策用ヘリコプター「ほっかい」（以

下、「ほっかい」という。）や民間航空機等により、迅速な派遣を目指すこととし、５名

を派遣する。 

被災状況調査班、応急対策班及び情報通信班については、現地活動の長期化

にも対応するため、３陣に分けて第１陣より派遣する。各陣の派遣期間は現地での

活動期間を概ね 1 週間とする｡第２陣､第３陣は前陣の活動期間に合わせて交代す

る。 

＜派遣隊員数＞ 

・第１陣  １８６名（各班計） 

・第２陣  １８１名（各班計） 

・第３陣  １５５名（各班計） 

②災害対策用機械等 

災害対策用機械等については、応急対策班、情報通信班としての活動であり、

被災が広域且つ深刻なことを鑑み、第 1 陣とともに当局が保有する台数の半数相

当を派遣する。 

＜派遣台数＞ 

・排水ポンプ車  １４台    ・散水車    ２６台 

・照明車      ９台    ・衛星通信車   ２台 
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・対策本部車    ２台    ・Ｋｕ－ＳＡＴ １２台 

・待機支援車    ２台          合 計    ６７台 

（３）策定項目 

隊員及び災害対策用機械等について、派遣に際し事前に整理すべき以下の事項

についてとりまとめた。 

・派遣隊員の所属及び派遣順 

・派遣手段、派遣フロー 

・派遣航路、進入経路 

・派遣災害対策用機械等の選定 

・災害対策用機械等の運用やメンテナンスに従事する協定業者等の作業員・操作 

員（以下、機械作業員等という。）の人数 

 

２.TEC-FORCE 各班の派遣 
（１）総合司令部要員及び先遣班 

①派遣隊員 

総合司令部要員として１名、先遣班として事務、河川、道路、港湾部門より各１

名、計５名を派遣する。 

それぞれの派遣隊員一覧を資料－１（P8）に示す。 

②派遣手段 

迅速な対応を取るため「ほっかい」又は民間航空機等による派遣とする。 

派遣フローの例を資料－２－１（P9）、資料－２－２（P10）に示す。 

③派遣行程 

  ○ほっかい 

丘珠空港より搭乗し、積載量等を考慮し、中継空港で給油する。 

その間に本局応援本部に一時進出拠点、近傍ヘリポートの確認を行い、空港到

着後、レンタカーやタクシー、公共交通機関等を利用して一時進出拠点へ移動し、

その後の活動箇所等について本局応援本部の指示を受ける。 

派遣行程の例を資料－３－１（P11）に示す。 

   ○民間航空機 

地震後の離発着状況（新千歳空港及び被災地域空港）を確認した上で、新千歳

空港から被災地近傍空港へ移動する。 

空 港 到 着 後 、レンタカー又 は公 共 交 通 機 関 等 を利 用 して一 時 進 出 拠 点 へ移 動 し、

その後の活動箇所等について本局応援本部の指示を受ける。 

派遣行程の例を資料－３－２（P12）に示す。 
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（２）被災状況調査班等 

構成は河川、砂防、道路、港湾、営繕部門であり、事務部門も隊員活動支援・記録

の担当として加わる。 

調査用機材や車両を準備し、海路、空路等により、一次進出拠点に向け移動する。 

①派遣隊員（第１陣～第３陣） 

各部門の派遣隊員の所属、派遣順を資料－４（P14）に示す。 

②派遣手段（第１陣～第３陣） 

携行品も多く、現地での移動も頻繁なことが想定されるため、河川・道路パトロー

ルカー、連絡車等を利用し、フェリーによる派遣を基本とする。 

なお、場合によっては民間航空機を利用し、現地空港到着後、レンタカー等を利

用するなど柔軟に対応する。 

各班の活動用の車両等を資料－５（P15）に、派遣フローを資料－６－１（P16）、

資料－６－２（P17）に示す。  

③派遣行程 

  〇フェリー 

派遣航路、進入経路（第１陣～第３陣） 

小樽港又は苫小牧東港に参集した後フェリーに乗船し、舞鶴港又は敦賀港に到

着する。一時進出拠点としている国営木曽三河公園（岐阜県海津市）及び近畿技

術事務所（大阪府枚方市）へ集結する。 

派 遣 航 路 図 を資 料 －７－１（P18）に、進 出 拠 点 への進 入 経 路 図 を資 料 －８（P20）

に示す。 

〇航空機 

地震後の離発着状況（新千歳空港及び被災地域空港）を確認した上で、新千歳

空港から被災地近傍空港へ移動する。 

空港到着後、レンタカー等を利用し、一時進出拠点としている国営木曽三河公園

（岐阜県海津市）及び近畿技術事務所（大阪府枚方市）へ集結する。 

派遣行程の例を資料－７－２（P19）に示す。 

④派遣期間 

現地での活動期間を概ね１週間とする。第２陣、第３陣は前陣の活動期間に合わ

せて交代で派遣する。長期化する場合は第４陣以降の派遣もある。 

 

（３）応急対策班、情報通信班 

構成は応急対策班が機械部門、情報通信班が電気通信部門であり、事務部門も

隊員活動支援・記録の担当として加わる。また、災害対策用機械等の運用やメンテナ
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ンスに従事する機械作業員等も加わる。 

①派遣隊員 

部門別派遣職員の所属及び派遣順を資料－９（P22）に示す。 

応急対策班、情報通信班は、現地での機械の配置等によって班数や構成が変

わることもある。 

②派遣災害対策用機械等 

応急対策班、情報通信班として派遣する災害対策用機械等の一覧を資料－１０

（P23）に示す。 

③派遣手段（第１陣～第３陣） 

携行品も多く、現地での移動も頻繁なことが想定されるため、連絡車等を利用し、

フェリーによる派遣とする。各班の活動用の車両を資料－１１（P24）に、派遣フロー

を資料－１３（P26）に示す。  

  ④派遣機械作業員等 

機械派遣作業員は、隊員の指示に基づいて行動する。災害対策用機械の運転

やメンテナンスに従事する機械作業員の人数、及び使用する車両数を資料－１２

（P25）に示す。 

④派遣航路、進入経路（第１陣～第３陣） 

小樽港又は苫小牧東港に参集した後フェリーに乗船し、舞鶴港又は敦賀港に到

着する。一時進出拠点としている国営木曽三河公園（岐阜県海津市）及び近畿技

術事務所（大阪府枚方市）へ集結する。 

派遣航路図を資料－１４（P27）に、進出拠点への進入経路図を資料－１５（P28）

に示す。 

⑤派遣期間 

現地での活動期間を概ね１週間とする。第２陣、３陣は前陣の活動期間に合わせ

て交代で派遣する。長期化する場合は第４陣以降の派遣もある。 

 

（４）隊員活動支援・記録班 

被災状況調査班、応急対策班及び情報通信班の派遣と合わせた行動となる。 

構成は事務部門であり、主に被災状況調査班、応急対策班及び情報通信班の隊

員活動支援・記録の担当として活動する。２名で１班を基本とし、被災状況調査班、応

急対策班、情報通信班の活動内容・範囲等を踏まえ、担当を決定することとする。 

①派遣隊員 

派遣隊員の所属及び派遣順を資料－１６（P30）に示す。 

②派遣手段（第１陣～第３陣） 

携行品も多く、現地での移動も頻繁なことが想定されるため、連絡車を利用し、フ
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ェリーによる派遣を基本とする。 

なお、場合によっては民間航空機を利用し、現地空港到着後、レンタカー等を利

用するなど柔軟に対応する。活動用の連絡車を資料－１６（P30）に、派遣フローを

資料－１７（P31）に示す。 

③派遣航路、進入経路（第１陣～第３陣） 

担当する被災状況調査班、応急対策班及び情報通信班に合わせた航路等にな

る。派遣航路図を資料－１８（P32）に、進出拠点への進入経路図を資料－１９(P33)

に示す。 

④派遣期間 

現地での活動期間を概ね１週間とする。第２陣、第３陣は前陣の活動期間に合わ

せて交代する。長期化する場合は第４陣以降の派遣もある。 

 

5



資　　料　　内　　容 ページ 備　　　　考

資料－１ 派遣隊員一覧（総合司令部要員、先遣班隊員） 8

資料－２ 派遣フローの例（総合司令部要員及び先遣班） 9 （2-1～2-2）

資料－３ 派遣行程の例 11 （3-1～3-2）

資料－４ 派遣隊の班数及び隊員数 14

資料－５ 派遣隊の使用車両数 15

資料－６ 派遣フローの例 16 (6-1～6-2)

資料－７ 派遣航路図 18 (7-1～7-2)

資料－８ 進入経路図 20

資料－９ 派遣隊の班数及び隊員数 22

資料－１０ 派遣隊する災害対策用機械の一覧 23

資料－１１ 派遣隊の使用車両数 24

資料－１２ 機械作業員等の人数、使用車両数 25

資料－１３ 派遣フローの例 26

資料－１４ 派遣航路図 27

資料－１５ 進入経路図 28

資料－１６ 派遣隊の班数及び隊員数、派遣隊の使用車両数 30

資料－１７ 派遣フローの例 31

資料－１８ 派遣航路図 32

資料－１９ 進入経路図 33

３．取りまとめ資料一覧

資　料　Ｎ　ｏ

（１）TEC-FORCE等総合司令部及び先遣班

（２）被災状況調査班

（３）応急対策班、情報通信班派遣

（４）隊員活動支援・記録班

6



（１）総合司令部及び先遣班
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資料－１

候補No 役　　職　　名 活動内容

第１候補 事業振興部　技術管理課　技術管理企画官

第２候補 建設部　河川計画課　河川調整推進官　

第３候補 建設部　道路計画課　道路調査官

先遣班隊員 第１候補 開発監理部　総務課　課長補佐

第２候補 開発監理部　総務課　企画第１係長

第３候補 開発監理部　総務課　企画第２係長

第１候補 建設部　河川管理課　課長補佐（河計併任）

第２候補 建設部　河川管理課　河川情報管理官

第３候補 建設部　河川工事課　河川技術対策官

第１候補 建設部　道路建設課　改良係長

第２候補 建設部　道路建設課　橋梁係長

第３候補 建設部　道路建設課　課長補佐

第１候補 港湾空港部　港湾建設課　建設第２係長

第２候補 港湾空港部　港湾建設課　港湾技術係長

第３候補 港湾空港部　港湾行政課　技術審査係長

◎　現地での活動において連絡車が必要な場合はレンタカーを手配する

◎　交代要員等については派遣後北海道開発局にて調整を行う

◎　先遣班員はそのまま現地支援班（総合司令部付き）へと移行する

◎　「ほっかい」が点検・整備時等で運航不可能な場合は代替機で対応するが、難しい場合は別
途手段を取る

派遣隊員一覧　（総合司令部要員、先遣班隊員）

派遣者職名

総合司令部要員

●第１次派遣とし
て災害対策用ヘリ
コプター「ほっか
い」や民間航空機
等を利用し、出動
する。

●派遣要員は総
合司令部要員及
び先遣班として事
務、河川、道路、
港湾各１名の計５
名とする。

●目的とする空港
に着陸後現地に
てレンタカー等を
活用し、活動す
る。

●ほっかいは、被
災地整近郊の空
港若しくはHPに待
機し、被災地整災
害対策本部の指
揮下に入る。

事務
部門

河川
部門

道路
部門

港湾
部門
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資料－２－１

　派遣フローの例（災害対策用ヘリコプター「ほっかい」利用時）

災害発生

・本局へ移動
・１０日分程度の宿泊準備

・携行品の準備

災害発生

集合・携行品等各種準備

所要時間

１：３０

所要時間 ・携行品の準備
　　モバイルPC、防災服等
・連絡車又はタクシー手配

集合・携行品等各種準備

（本局）

移 動

所要時間

０：３０

移動時間
・連絡車又はタクシー利用

移 動

（丘珠空港）

飛行プラン打合せ

移動時間

０：３０

打合せ時間

丘珠空港
↓

飛行プラン打合せ

（丘珠空港）

移動 丘珠～福井の場合

打合せ時間

０：３０

函館空港

花巻空港

新潟空港

↓

↓

↓

↓
富山空港

移動

待機場所到着

丘珠～福井の場合

所要時間

９：４０

飛行時間

６：２０

・被災地整近郊の空港若しくはHPより

↓

被災地整近郊の
空港若しくはHP

福井空港
↓待機場所到着

（派遣先近隣空港）

各活動場所

６：２０

・被災地整近郊の空港若しくはHPより
レンタカー又は公共交通機関にて活
動場所へ移動

各活動場所

（一時進出拠点等）
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資料－２－２

　派遣フローの例（民間航空機等利用時）

災害発生

・本局へ移動
・１０日分程度の宿泊準備

災害発生

集合・携行品等各種準備

（本局）

所要時間

１：３０

・携行品の準備
　　モバイルPC、防災服等

集合 携行品等各種準備

（本局）

移 動

（新千歳空港）

所要時間

０：３０

移動時間
・JR利用

（新千歳空港）

搭乗手続き

移動時間

０：４５

・受付カウンターにてチェックイン

離陸

（新千歳空港）

手続き時間

目的地 所要時間（新千歳から）

岡山空港
広島空港

信州まつもと空港

小松空港 1:45
2:15
2:15
1:45

・レンタカー又は公共交通機関
車続

待機空港到着

手続き時間
　乗車続き

活動地域へ移動

各活動場所

手続き時間

各活動場所

（一時進出拠点等）
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資料ー３－１
 派遣行程の例（災害対策用ヘリコプター「ほっかい」利用時）

「ほっかい」利用時
【参考】フライト時間算出表
１日目
・第１フライト 7:30

距 離 運航速度 運航時 時 刻 備 考
丘珠空港 ～ 函館空港 160 1:10 8:40
第１フライト 計 1:10

出発時間
経 路

丘珠空港

ほっかい」利用時距 離 運航速度 運航時 時 刻 備 考
丘珠空港 ～ 函館空港 160 1:10 8:40
第１フライト　計 1:10

給油 50分

・第２フライト 9:30
距 離 運航速度 運航時 時 刻 備 考

函館空港 ～ 花巻空港 265 160 1:50 11:20
第２フライト　計 1:50

給油 50分

・第３フライト 12:10
距 離 運航速度 運航時 時 刻 備 考

花巻空港 ～ 新潟空港 240 160 1:40 13:50
第３フライト　計 1:40

給油 50分

・第４フライト 14:40
距 離 運航速度 運航時 時 刻 備 考

新潟空港 ～ 富山空港 230 160 1:30 16:10
第４フライト　計 1:30

給油 50分

出発時間
経 路

経 路

経 路

出発時間
経 路

出発時間

函館空港

・第５フライト 17:00
距 離 運航速度 運航時 時 刻 備 考

富山空港 ～ 福井空港 105 160 0:40 17:40
第５フライト　計 0:40

給油 50分

福井空港到着 17:40

運航時間計 6:50

朝日航洋は機長、整備士、撮影技師の３人体制とする

２日目
・第１フライト（プランA　）

距 離 運航 速度 運航 時間 時 刻 備 考

福井空港 ～ 中部地整方面

　計

出発時間
経 路

搭乗員は５人とする（総合司令部要員１名＋先遣班３名（河川、道路、港湾）＋
　　　　　　　　　　活動支援班１名（事務））

経 路

花巻空港

富山空港

新潟空港

・第１フライト（プランB　）

距 離 運航 速度 運航 時間 時 刻 備 考

福井空港 ～ 近畿地整方面

　計

・第１フライト（プランC　） 出発時間

距 離 運航 速度 運航 時間 時 刻 備 考

福井空港 ～ 中国地整方面

　計

経 路

経 路

福井空港
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資料ー３－２
 派遣行程の例（民間機等利用時）

民間航空機利用時

新千歳空港

民間航空機利用時

小松空港

岡山空港

広島空港

信州まつもと空港

【参考】フライト時間

出発時間 到着時間 所要時間

18:30 20:15 1:45

出発時間 到着時間 所要時間

18:00 20:15 2:15

○新千歳空港　→　岡山空港

○新千歳空港　→　小松空港

広島空港
出発時間 到着時間 所要時間

18:00 20:15 2:15

出発時間 到着時間 所要時間
13:05 15:20 2:15
18:45 21:00 2:15

出発時間 到着時間 所要時間
14:15 16:00 1:45

※平成２６年３月現在の時刻表

○新千歳空港　→　広島空港

○新千歳空港　→　信州まつもと空港

14:15 16:00 1:45
※平成２６年３月現在の時刻表
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　（２）被災状況調査班等

・河　川　班

・砂　防　班

・道　路　班

・港　湾　班

・営繕（官庁営繕）班
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資料－４

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

河川 4 1 1 6 33

砂防 5 1 6 20

道路 4 1 4 1 1 2 13 64

港湾 1 2 3 12

営繕 3 3 11

計 3 13 2 5 1 5 0 2 0 0 0 31 140

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

河川 3 1 3 7 32

砂防 2 2 1 1 1 7 22

道路 1 2 2 2 2 2 1 1 13 64

派遣隊の班数及び隊員数（被災状況調査班）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

道路 1 2 2 2 2 2 1 1 13 64

港湾 1 1 1 3 11

営繕 4 4 11

計 4 1 3 1 7 3 4 6 2 2 1 34 140

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

河川 1 1 1 3 22

砂防 1 1 1 3 18

道路 2 2 1 3 2 2 12 63

港湾 1 1 1 3 11

営繕 3 3 8

計 3 0 3 1 1 0 3 2 5 4 2 24 122

班数（班） 隊員数
（人）

区分
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資料－５

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

河川 3 1 1 1 6

砂防 2 1 2 1 6

道路 4 1 4 1 1 2 13

港湾 2 3 1 6

営繕 3 3

計 3 9 1 6 3 7 0 4 0 1 0 34

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

河川 1 1 2 1 1 1 7

砂防 3 1 1 1 1 7

道路 1 2 2 2 2 2 1 1 13

港湾 1 2 2 1 6

営繕 4 4

計 4 5 4 2 5 3 4 4 3 2 1 37

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

河川 1 1 1 3

砂防 1 1 1 3

道路 2 2 1 3 2 2 12

港湾 1 2 1 1 5

営繕 3 3

計 3 0 3 1 1 0 5 2 5 3 3 26

区分
車両台数（台）

派遣隊の使用車両数（被災状況調査班）

区分
車両台数（台）

区分
車両台数（台）
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資料－６－１

　派遣フローの例（フェリー利用時）

・本局、開発建設部へ移動
・１０日分程度の宿泊準備災害発生

・携行品の準備

・１０日分程度の宿泊準備災害発生

集合・携行品等各種準備 携行品の準備
　　モバイルPC、防災服等
・連絡車又はパトロールカー手配

集合・携行品等各種準備

（本局・各開発建設部）

移 動

（小樽港 苫小牧東港）

・乗船手続き等については搭乗
の１時間前までに終了させる
余裕を持 時 前 着

移 動

（小樽港or苫小牧東港）

乗船手続き

（小樽港or苫小牧東港）

手続き時間

２：００

目的地 所要時間（小樽から）

（余裕を持って３時間前に現着）

舞鶴港 21:45

所要時間（苫小牧から）目的地

乗船手続き

（小樽港or苫小牧東港）

移 動

手続き時間

２：００

敦賀港 21:00
所要時間（苫小牧から）目的地

移 動

到 着

（舞鶴港or敦賀港）

○国営木曽三川公園（岐阜県　海津市）
○近畿技術事務所（大阪府　枚方市）

（舞鶴港or敦賀港）

一時進出拠点等一時進出拠点等
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資料－６－２

　派遣フローの例（民間航空機等利用時）

・本局、開発建設部へ移動
・１０日分程度の宿泊準備

災害発生
・１０日分程度の宿泊準備

・携行品の準備
　　モバイルPC、防災服等
・連絡車又はパトロールカー手配

災害発生

集合・携行品等各種準備

（本局・各開発建設部）

・連絡車又は公共交通機関利用

（本局・各開発建設部）

移 動

（新千歳空港）

・受付カウンターにてチェックイン

搭乗手続き

離陸

手続き時間

目的地
小松空港 1:45

所要時間（新千歳から）

岡山空港 2:15

離陸

（新千歳空港）

待機空港到着

手続き時間

・レンタカー乗車続き

信州まつもと空港 1:45
広島空港 2:15

待機空港到着

活動地域へ移動

手続き時間

○国営木曽三川公園（岐阜県　海津市）
○近畿技術事務所（大阪府　枚方市）

活動地域へ移動

一時進出拠点等
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資料－７－１
 派遣行程の例（フェリー利用時）

小樽港

舞鶴港

フェリー利用時

敦賀港

苫小牧港

【参考】航路スケジュール

出発時間 到着時間 所要時間

 23:30  21:15 21:45

○苫小牧東港　→　敦賀港

出発時間 到着時間 所要時間

 23:30  20:30 21:00

※平成２６年３月現在の時刻表

○小樽港　→　舞鶴港
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資料－７－２
 派遣行程の例（民間機等利用時）

民間航空機利用時

新千歳空港

民間航空機利用時

小松空港

岡山空港

広島空港

信州まつもと空港

【参考】フライト時間

出発時間 到着時間 所要時間

18:30 20:15 1:45

○新千歳空港　→　岡山空港

○新千歳空港　→　小松空港

広島空港 出発時間 到着時間 所要時間

18:00 20:15 2:15

出発時間 到着時間 所要時間
13:05 15:20 2:15
18:45 21:00 2:15

出発時間 到着時間 所要時間
14:15 16:00 1:45

○新千歳空港　→　広島空港

○新千歳空港　→　信州まつもと空港

出発時間 到着時間 所要時間
14:15 16:00 1:45

※平成２６年３月現在の時刻表

○新千歳空港 信州ま もと空港
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資料－８
進入経路図

（被災状況調査班）
舞鶴～近畿技術事務所

約155km

敦賀～近畿技術事務所

約150km
敦賀舞鶴～近畿技術事務所

約155km

敦賀～近畿技術事務所

約150km

舞鶴

敦賀

近畿技術事務所

大阪府枚方市山田池北町１１番１号

敦賀～国営木曽三河公園

約105km

舞鶴

敦賀

舞鶴

舞鶴～国営木曽三河公園

約195km

国営木曽川三河公園センター

岐阜県海津市海津町油島255-3

約195km

進出拠点（集結場所）

進出拠点（上陸場所）

進出ルート
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　（３）応急対策班、情報通信班
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資料－９

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 2 1 1 4 14

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 1 1 1 1 4 14

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 1 1 1 1 4 13

区分
班数（班） 隊員数

（人）

派遣隊の班数及び隊員数（応急対策班）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 1 1 1 3 9

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 1 1 1 3 9

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 1 1 1 3 9

区分
班数（班） 隊員数

（人）

派遣隊の班数及び隊員数（情報通信班）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

区分
班数（班） 隊員数

（人）
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資料－１０

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

4 2 3 3 2 14

3 1 1 1 2 1 9

1 1 2

1 1 2

8 2 3 5 4 1 1 1 1 26

0 17 3 6 10 9 1 5 1 0 1 53

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

1 1 2

3 2 2 2 1 2 12

0 4 0 2 3 2 0 1 0 2 0 14

派遣隊する災害対策用機械の一覧（応急対策班）

排水ポンプ車

照明車

計

派遣機械台数（台）
区分

区分
派遣機械台数（台）

派遣隊する災害対策用機械の一覧（情報通信班）

衛星通信車

Ｋｕ－ＳＡＴ

対策本部車

待機支援車

散水車

計
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資料－１１

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

機械 1 1 1 1 4

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

機械 1 1 1 1 4

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

機械 1 1 1 1 4

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

電通 1 1 1 3

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

電通 1 1 1 3

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

電通 1 1 1 3

区分
車両台数（台）

区分
車両台数（台）

派遣隊の使用車両数（応急対策班）

区分
車両台数（台）

区分
車両台数（台）

区分
車両台数（台）

派遣隊の使用車両数（情報通信班）

区分
車両台数（台）
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資料－１２

第1陣

区分 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

人数（人） 16 4 6 10 8 2 2 2 2 52

車両数（台） 9 1 4 5 4 2 25

第２陣

区分 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

人数（人） 16 4 6 10 8 2 2 2 2 52

車両数（台） 9 1 4 5 4 2 25

第３陣

区分 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

人数（人） 16 4 6 10 8 2 2 2 2 52

車両数（台） 9 1 4 5 4 2 25

第1陣

区分 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

人数（人） 7 2 9

車両数（台） 4 1 5

第２陣

区分 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

人数（人） 7 2 9

車両数（台） 4 1 5

第３陣

区分 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

人数（人） 7 2 9

車両数（台） 4 1 5

機械作業員等の人数、使用車両数（応急対策班）

機械作業員等の人数、使用車両数（情報通信班）
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資料－１３

　派遣フローの例（フェリー利用時）

・本局、開発建設部へ移動
・１０日分程度の宿泊準備災害発生 ・１０日分程度の宿泊準備

・携行品の準備

災害発生

集合・携行品等各種準備 携行品の準備
　　モバイルPC、防災服等
・連絡車又はパトロールカー手配

集合・携行品等各種準備

（本局・各開発建設部）

移 動

（小樽港 苫小牧東港）

・乗船手続き等については搭乗
の１時間前までに終了させる
余裕を持 時 前 着

移 動

（小樽港or苫小牧東港）

乗船手続き

（小樽港or苫小牧東港）

手続き時間

２：００

目的地 所要時間（小樽から）

（余裕を持って３時間前に現着）

舞鶴港 21:45

所要時間（苫小牧から）目的地

乗船手続き

（小樽港or苫小牧東港）

移 動

手続き時間

２：００

所要時間（苫小牧から）目的地
敦賀港 21:00

移 動

到 着

（舞鶴港or敦賀港）

○国営木曽三川公園（岐阜県　海津市）
○近畿技術事務所（大阪府　枚方市）

（舞鶴港or敦賀港）

一時進出拠点等一時進出拠点等
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資料－１４
 派遣行程の例（フェリー利用時）

小樽港

舞鶴港

フェリー利用時

敦賀港

苫小牧港

【参考】航路スケジュール

出発時間 到着時間 所要時間

 23:30  21:15 21:45

○苫小牧東港　→　敦賀港

出発時間 到着時間 所要時間

 23:30  20:30 21:00

※平成２６年３月現在の時刻表

○小樽港　→　舞鶴港
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資料－１５
進入経路図

（被災状況調査班）
舞鶴～近畿技術事務所

約155km

敦賀～近畿技術事務所

約150km
敦賀舞鶴～近畿技術事務所

約155km

敦賀～近畿技術事務所

約150km

舞鶴

敦賀

近畿技術事務所

大阪府枚方市山田池北町１１番１号

敦賀～国営木曽三河公園

約105km

舞鶴

敦賀

舞鶴

舞鶴～国営木曽三河公園

約195km

国営木曽川三河公園センター

岐阜県海津市海津町油島255-3

約195km

進出拠点（集結場所）

進出拠点（上陸場所）

進出ルート

28



（４）隊員活動支援・記録班
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資料－１６

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 2 2 3 2 9 18

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 2 3 2 2 9 18

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

班数 1 2 1 1 1 6 11

第1陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

事務 2 2 2 3 9

第２陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

事務 2 3 2 2 9

第３陣

本局 札幌 函館 小樽 旭川 室蘭 釧路 帯広 網走 留萌 稚内 計

事務 1 2 1 1 1 6

区分
車両台数（台）

区分
車両台数（台）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

派遣隊の使用車両数（隊員活動支援・記録班）

区分
車両台数（台）

派遣隊の班数及び隊員数（隊員活動支援・記録班）

区分
班数（班） 隊員数

（人）

区分
班数（班） 隊員数

（人）
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資料－１７

　派遣フローの例（フェリー利用時）

・本局、開発建設部へ移動
・１０日分程度の宿泊準備災害発生 ・１０日分程度の宿泊準備

・携行品の準備

災害発生

集合・携行品等各種準備 携行品の準備
　　モバイルPC、防災服等
・連絡車又はパトロールカー手配

集合・携行品等各種準備

（本局・各開発建設部）

移 動

（小樽港 苫小牧東港）

・乗船手続き等については搭乗
の１時間前までに終了させる
余裕を持 時 前 着

移 動

（小樽港or苫小牧東港）

乗船手続き

（小樽港or苫小牧東港）

手続き時間

２：００

目的地 所要時間（小樽から）

（余裕を持って３時間前に現着）

舞鶴港 21:45

所要時間（苫小牧から）目的地

乗船手続き

（小樽港or苫小牧東港）

移 動

手続き時間

２：００

所要時間（苫小牧から）目的地
敦賀港 21:00

移 動

到 着

（舞鶴港or敦賀港）

○国営木曽三川公園（岐阜県　海津市）
○近畿技術事務所（大阪府　枚方市）

（舞鶴港or敦賀港）

一時進出拠点等一時進出拠点等
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資料－１８
 派遣行程の例（フェリー利用時）

フェリー利用時

小樽港

フ リ 利用時
【参考】航路スケジュール

出発時間 到着時間 所要時間

 23:30  21:15 21:45

○苫小牧東港　→　敦賀港

出発時間 到着時間 所要時間

○小樽港　→　舞鶴港

苫小牧港

 23:30  20:30 21:00

※平成２６年３月現在の時刻表

舞鶴港 敦賀港
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資料－１９
進入経路図

（被災状況調査班）
舞鶴～近畿技術事務所

約155km

敦賀～近畿技術事務所

約150km
敦賀舞鶴～近畿技術事務所

約155km

敦賀～近畿技術事務所

約150km

舞鶴

敦賀

近畿技術事務所

大阪府枚方市山田池北町１１番１号

敦賀～国営木曽三河公園

約105km

舞鶴

敦賀

舞鶴

舞鶴～国営木曽三河公園

約195km

国営木曽川三河公園センター

岐阜県海津市海津町油島255-3

約195km

進出拠点（集結場所）

進出拠点（上陸場所）

進出ルート
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広域防災フロート運用マニュアル

～広域防災フロートの派遣エリアの拡大について～



広域防災フロートの派遣エリアの拡大について

＜現状と課題＞
室蘭港に配備している「広域防災 ト は 大規模地震等 災害発生時において 被災地 緊急・室蘭港に配備している「広域防災フロート」は、大規模地震等の災害発生時において、被災地への緊急

物資輸送、臨時ヘリポート、代替係留施設、災害復旧資材置場等としての機能を有する。
・東日本大震災時には、大船渡港、相馬港への緊急物資輸送、作業船等の代替係留施設として活用。
・現状において派遣運用マニュアルは策定しているが、北海道・東北エリアへの派遣を想定したもの。現状において派遣運用マニュアルは策定しているが、北海道 東北エリアへの派遣を想定したもの。
＜行動計画＞
・南海トラフ巨大地震想定地域への円滑かつ迅速な派遣に備え、東北派遣時の教訓を活かしつつ、諸課
題等を整理したうえで、航路・所要時間等を検討し、派遣エリアを拡大した運用マニュアルを策定。

○広域防災フロートの概要
・室蘭市からH22.7に購入、国有化。
・全長80m,幅24m,高さ4m,吃水1.6m,積載可能重量800t。
・1000t級貨物船等の接岸、ヘリコプターの離発着が可能。

航行区域は沿海区域（主に海岸から20浬以内） 国内全域を網羅

○東日本大震災時派遣概要
・被災地支援のため、燃料、食料品等を積込み3/22室蘭港を出港。
・大船渡港（岩手県）、相馬港（福島県）において物資を積み卸し。
・物資輸送後、引き続き相馬港で作業船等の係留施設として活用。

約200日間に渡る任務を終了し 10/8室蘭港に帰港・航行区域は沿海区域（主に海岸から20浬以内）、国内全域を網羅。
・災害時は、緊急物資輸送、住民避難、代替係留施設等として機能。
・平常時は、工事資材置き場として活用。

貨物室（支援物資格納場所、避難時
乗船スペース）

・約200日間に渡る任務を終了し、10/8室蘭港に帰港。

広域防災フロート全景

臨時ヘリポート機能 平常時（工事資材置場）



南海トラフ巨大地震想定地域の各主要港までの派遣計画

＜派遣日数検討結果＞
派遣想定地域の東海 九州地方への最短での派遣日数（緊急物資無し）は６日 ９日間程度・派遣想定地域の東海～九州地方への最短での派遣日数（緊急物資無し）は６日～９日間程度。

・緊急物資の調達を考慮した場合には、安全航行が可能な状況下であっても、被災地に到着するのは、
発災後2週間前後（H23震災時は発災後13日後に大船渡に到着）となる見込み。
※検討にかかる前提条件

派遣想定地域は 東海 近畿 四国 九州地方の太平洋側とし 各地域主要港までの最短ル トで航行日数を算定・派遣想定地域は、東海、近畿、四国、九州地方の太平洋側とし、各地域主要港までの最短ルートで航行日数を算定。
・ただし、四国、九州は、海象状況、津波の影響(ガレキ浮遊、警報発令状況)等による航行障害を考慮し、距離が大きく変化しない別ルートも検討。
・派遣日数は、航行日数に準備１日（諸手続き等）、要請内容等に基づき物資調達・積込日数を適宜加算。

○各主要港までの派遣日数（算定結果） ○派遣日数概略図
※物資調達日数は含めない

準備日数(諸
手続等)

実航行日数
最短派遣

日数
物資調達
(適宜加算)

清水港
(太平洋R) 584 4.9 5.9

地域
港湾名
(ルート)

距離
(浬)

派遣日数
※物資調達日数は含めない。

室蘭港

(太平洋R)

名古屋港
(太平洋R)

669 5.6 6.6

近畿
大阪港
(太平洋R) 824 6.9 7.9

高知港

東海

高知港
(太平洋R)

835 7.0 8.0

高知港
(日本海R) 951 7.9 8.9

宮崎細島港
(日本海R)

881 73 8 3

最短2日
～

最長5日

四国

1.0

東京港

清水港

3日

7日(日本海R)
881 7.3 8.3

宮崎細島港
(太平洋R) 935 7.8 8.8

東京港
(太平洋R)

549 4.6 5.6
参考

九州
清水港

名古屋港
大阪港

高知港

博多港

5日

6日

7日

博多港
(日本海R) 761 6.3 7.3

参考

※物資調達等の日数については、H25訓練時の想定日数(2日)を最短日数とし、H23震災
派遣時の実態調達日数(5日)を最長日数として仮定。

※曳航速度は５ノットとして航行日数を算定。なお、回航途中の給油時間は見込んでいない。

細島港 7日
8日

9日



遠隔地派遣時の諸課題・更なる迅速派遣に向けた今後の検討事項

遠隔地派遣時における諸課題等 更なる迅速派遣に向けた今後の検討事項

被災者、被災自治体への早期支援、被害拡大を防止する
観点から、派遣日数の更なる短縮化を図るための方策等を
今後検討す

遠隔地派遣時における諸課題等 更なる迅速派遣に向けた今後の検討事項

南海トラフ巨大地震想定地域への派遣実績が無く、遠隔
地となるため、実際の派遣にあたって、想定される諸課題
等 整 す 今後検討する。

○早期の派遣調整、早期派遣決定
・発災後、速やかに出動準備に取りかかり、関係地方整備
局と派遣にかかる各種調整を行う必要。

等について整理する。

○航行期間長期化への対応
・航行日数の長期化、不測の事態に備えて、避難港、燃料
補給港を適切に設定した想定回航計画の策定や必要な装備、 局と派遣にかかる各種調整を行う必要。

・早期調整が困難な場合は、出航準備が整い次第、被災地
域に最も近い港湾に向けて出航することを検討。
・具体案としては、東海・近畿が被災した場合は東京港で
待機、四国、九州の場合は博多港にて待機。

補給港を適切に設定した想定回航計画の策定や必要な装備、
設備（耐久性・耐波性を考慮）について検討しておく必要。

○海象予報を考慮した航行ルートの選定
・派遣時期により、海域ごとの海象条件が大きく異なる。
・広域防災フロートの限界波高は最大1 8mで 比較的発 待機、 国、九州の場合は博多港にて待機。

○緊急物資調達手法の多様化
・室蘭港で緊急物資を積込む場合、物資の内容、流通状況
によっては、調達に手間取り、出航が遅延する可能性。
・早期派遣が必要な場合は 出航を最優先とし 経由地に

・広域防災フロートの限界波高は最大1.8mで、比較的発
生頻度の高い波浪でも回航が困難となる可能性。
・回航の長期化を避けるため、海象予報を十分に把握、場
合によっては最短ルート以外のルートを選択する必要。

航 害 ・早期派遣が必要な場合は、出航を最優先とし、経由地に
おいて支援物資の一部または全部を調達する方策も有効。
（各地整局等の支援物資を積込むことも可能。）
・この場合、各地方整備局等との連携が不可欠となるため、
予め物資調達にかかる協定の締結等について検討

○航行障害となる事案の把握
・巨大地震に伴う大規模津波が発生している可能性。
・津波警報、注意報の発令状況のほか、航行障害となる海
上の浮遊物の詳細を把握する必要ため、関係機関と連携し、
防災 航空映像 航路情報を 予め物資調達にかかる協定の締結等について検討。

○関係機関と連携した定期的な防災訓練の実施
・遠隔地派遣時の課題を事前に解消、円滑かつ迅速な派遣
を可能とするため、関係機関と共同で防災訓練を実施。

より迅速派遣を確実なも とするためには 実際 大規

防災ヘリの航空映像、航路情報を入手。

○その他（原発事故が発生している場合）
・原発事故が発生し、原発から一定の範囲で航行が規制さ
れた場合、沿岸を航行することが困難となり、沖合に航行

・より迅速派遣を確実なものとするためには、実際の大規
模災害を想定した遠隔地への派遣訓練も有効と考えられる
ため、実施の可否について検討。

れた場合、沿岸を航行することが困難となり、沖合に航行
ルートを設定する必要。
・現行の航行許可区域の変更の必要性、変更の可否、手続
き内容等を予め検討しておく必要。
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制 定：平成 26 年 2 月 3 日 

北 海 道 運 輸 局 

 

北海道運輸局緊急災害対策派遣隊（TEC－FORCE）活動計画 

 
第１ 総則  
計画の目的及び構成  

本計画は、「北海道運輸局防災業務計画」第１編（総則）第２章（防災体制の整備）第２２条

（緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ））及び「北海道運輸局緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－

ＦＯＲＣＥ）組織・運営要領」で定める緊急災害対策派遣隊（以下、「ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ」という。）の

円滑かつ迅速な支援の実施を図るため、「国土交通省防災業務計画」第２編（地震災害対策編）

第１章（災害予防）第２節（危機管理体制の整備）第４（応急復旧体制等の整備）等の規定に基

づくＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動計画について規定する。 
また、同業務計画第２編（地震災害対策編）第１章（災害予防）第２節（危機管理体制の整備）

第１（情報の収集・連絡体制の整備）等の規定に基づくリエゾン（現地情報連絡員）の派遣体制

の整備について、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣と密接に関わることから本計画において合わせて規定

する。 
 
第２ 想定災害、支援対象  
１ 想定災害  

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動対象となる想定災害は、大規模な自然災害（地震・津波・風水害・雪

害等のうち、人的・物的な被害の大きな災害、広範囲の災害）である。 

具体的には、 

① 高速道路・主要幹線道路の被害等による不通 

② 鉄道駅・線路の被害等による不通 

③ 海上生活航路(離島航路)の途絶 

④ 大規模・広範囲の住宅等の被害 

等の発生又は発生のおそれがある場合で、それらの原因により緊急物資の輸送、地域住民の

移動手段の確保が困難と思慮される場合に活動することとする。 

 

２ 支援対象 

北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの支援対象は、北海道運輸局管内の被災地方公共団体とす

る。ただし、国土交通省災害対策本部長から北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの管外被災地への

派遣指揮を受けた場合にあっては、この限りでない。 

他の地方運輸局からの要請があった場合及び災害の状況により対応が必要と判断される場

合は、本省及び当該被災地の地方運輸局災害対策本部と連絡を取りつつ、必要な支援を実施

することとなる。 

 

３ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの組織体制 

北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥは、輸送支援班及び必要に応じその他の班を構成する。 

                

第３ 大規模自然災害発生時の対応 

１ 北海道運輸局管内が被災地（災害が発生した地域）の場合 

（１） 北海道運輸局リエゾンの派遣 
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① 派遣決定 

北海道運輸局リエゾンの派遣は、災害発生後直ちに北海道運輸局災害対策本部長が派

遣の必要性を判断し、決定を行う。 

 

② 派遣手順 

派遣に際しては、派遣先地方公共団体災害対策本部に対し北海道運輸局リエゾンの派

遣を通知する。 

③ 指揮命令系統 

北海道運輸局リエゾンは、北海道運輸局災害対策本部長の指揮の下で行動する。 

④ 任務 

現地地方公共団体災害対策本部に常駐し、次の事項を任務とする。 

 地方公共団体に集まる被害状況を迅速かつ的確に収集し北海道運輸局災害対策本部

へ伝達すること。 

 地方公共団体から求められる旅客輸送、物資輸送の円滑な実施に関する連絡調整の

窓口となること。 

 北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが到着後、問題点や課題等必要な情報を書面及び口頭

にて引継ぎを行うこと。 

 その他、北海道運輸局に関連する事項の情報収集と連絡調整の窓口となること。 

⑤ 体制 

 １名又は２名で行動し、３日をめどに交替するものとする。 

 対応はおおむね被災直後から７日以内の期間とする。 

⑥ 要員の指名 

北海道運輸局災害対策本部長は、以下の各号を勘案して本局職員の中からリエゾン派

遣要員を指名する。災害発生直後の対応として、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの隊員に指名されてい

る職員をリエゾンに指名することを妨げないものとする。 

 運輸局・運輸支局等で海陸の旅客・貨物業務の経験を有していること。 

 情報収集や調整窓口役としての資質を有していること。 

 被災地域の交通事情に精通していること。 

なお、本局職員が現地地方公共団体災害対策本部へ速やかに出向くことが出来ない場

合は、支局職員の中から指名する。 

 

（２） 北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣 

① 派遣決定 

北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ派遣の決定は、北海道運輸局災害対策本部長が行う。 

② 派遣手順 

北海道運輸局災害対策本部長は、北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣した場合、その

旨を本省災害対策本部に報告する。 

北海道運輸局災害対策本部長は、北海道運輸局のみの対応では不十分と判断した場合

は、必要な増援規模・任務を明らかにして、本省災害対策本部に増援を要請する。 

③ 指揮命令系統 

北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及び被災地到着後の本省等のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥは、北海道

運輸局災害対策本部長の指揮の下で行動する。 

④ 体制 

輸送支援班は２名又は３名で行動し、３日をめどに交替するものとする。 

対応はおおむね被災３日後から物資等が安定的に輸送されるまでの期間とする。 
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⑤ 任務 

輸送支援班及び必要に応じて設置されるその他の班は、北海道運輸局が派遣するリエゾ

ンと連携して、被災地方公共団体等が行う被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡

大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的な支援、緊急・代替

輸送に関する情報収集、ニーズの把握、調整など地方公共団体の支援に関する業務を

行い、被害拡大の防止と被災地の早期復旧を図る。 

⑥ その他関連する業務 

 被災地に向かう途中及び被災現地では、適宜被災状況を撮影し、モバイルＰＣ等により情

報を北海道運輸局災害対策本部へ逐次展開する。 

 被災現地では、リエゾンから、それまでの対応の継続性が損なわれないよう、業務を引継

ぎ、関係機関と連絡調整を行う。 

 被災現地では、可能な限り「物資・移動手段の確保」等輸送モードだけでなく、地方公共

団体等の災害対策本部と共有すべき情報を幅広くとらえ、展開する。 

 

（３） ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンのサポート 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンのサポートは次の業務とし、北海道運輸局災害対策本部に

組織された総務班が担当する。（本省及び他の地方運輸局などから派遣されたＴＥＣ－ＦＯ

ＲＣＥを含む。）また、運輸支局はＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンの任務遂行及びサポートにつ

いて全面的に支援する。 

 

① ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員及びリエゾンの旅費及び必要な備品（モバイルＰＣ、デジタルカメラ、

防災服、防寒着）や消耗品等の確保に関すること。 

② ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンの移動に必要な交通手段の確保に関すること。 

③ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンの宿泊や食事の手配に関すること。 

④ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンの派遣日程の調整に関すること。 

⑤ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンからの報告や連絡などを一元的に集約・整理し、保存する

こと。 

⑥ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ及びリエゾンが円滑かつ的確な行動が取れるよう、隊員等への適切な情

報提供を行うこと。 

⑦ その他 

 

 【 TEC-FORCE・リエゾンの活動時期】 

 

 

 

活動時期（目安） 

初 日 ３日以内 ７日以内 ８日以降 

リエゾン（現地情報連絡員） 
 

 

 

 

 

 

 

 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 

輸送支援隊 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 

他 局 等 からの支 援  

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道運輸局災害対策本部 

（本部隊） 
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２ 他の運輸局管内が被災地（災害が発生した地域）の場合 

（１） 北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣 

① 派遣決定 

北 海 道 運 輸 局 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派 遣 は、本 省 災 害 対 策 本 部 長 が決 定 する。（参 考 ：

H20.4.25 国土交通省防災会議決定「緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の派遣に

ついて」） 

② 派遣手順 

本省災害対策本部長は、北海道運輸局災害対策本部長に北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣ

Ｅの派遣を指揮し、派遣後に指揮を受ける被災地地方運輸局を示す。 

上記指揮を受けた北海道運輸局災害対策本部長は、北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを被

災地に派遣する。 

③ 指揮命令系統 

被災地における北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥは、当該被災地を管轄する地方運輸局等

の機関本部長（当該被災地を管轄する機関の災害対策本部長をいう。）の指揮の下で行

動する。 

 

（２） ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥのサポート 

被災地における北海道運輸局ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥのサポートは第３．１（３）に掲げる業務とし、

北海道運輸局災害対策本部に組織された総務班（災害対策本部が設置されていない場合

は、安全防災・危機管理調整官）が担当する。 

 

第４ 職員の意識向上、訓練、関係機関等との連携等 

１ 災害発生時における対応業務の重要性をＴＥＣ－ＦＯＲＣＥのみならず職員全員の共通の認

識とするとともに、平時からその対応方法等に習熟し、必要時には各人がそれぞれの役割を充

分に把握した上で確実にこれを果たし、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動を効果的ならしめ、もって、十分

な被災地支援を図るため、以下の取組みを行う。 
 

（１） 活動計画の周知 

安全防災・危機管理調整官は、本活動計画をイントラネットに掲載する等により、その内容

を全職員に周知する。 

 

（２） 活動支援資料の作成 

① 各部、各支局は、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣先における活動を支援するため関係機関等と連

携し、下記資料をあらかじめ作成し準備しておくものとする。 

・ 関係機関、関係団体の名簿、連絡方法、連絡担当者名等 

・ 物資集積拠点、物流関係事業者の名簿、連絡方法、連絡担当者名等 

・ その他緊急・代替輸送等に関し参考となる資料 

② 資料の内容は順次見直し、最新版としておく。 

 

（３） 訓練の実施 

① 安全防災・危機管理調整官は、発災時の行動がスムーズに取られるよう、ＴＥＣ－ＦＯＲＣ

Ｅの派遣を想定した防災訓練等を企画し、継続的に実施する。 

② 安全防災・危機管理調整官は、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員を対象とした研修を企画・実施する。 

 

２ 資機材等の整備 
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ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動が円滑に行われるよう、以下の通信手段、防災服等を確保する等

の整備を図る。 

 防災服、防災靴、帽子、ヘルメット、防寒着 

 モバイル PC 

 公用携帯電話 

 デジタルカメラ 


